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ケアの質の向上に向けた
科学的介護情報システム（LIFE）の利活用の

ための自治体職員向け手引き
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Ⅱ. 概論編

　介護施設・事業所において、質の高いケアを提供していくために、ケアプランや介護計画、日々のアセス
メントの結果など、ケアに関わる様々なデータを活用して取組の効果・課題などの把握を行い、継続的に
見直しを行っていくことはとても重要です。このようなデータを活用したケアの見直しを支援することを目
的として、平成28年度から通所・訪問リハビリテーションの計画書などの情報を収集し、フィードバックを
行うためにVISIT1が開始されました。また、令和2年度からはリハビリテーションに限らず、全ての介護
サービスを対象として、高齢者の状態やケアの内容などの情報を収集するために、CHASE2が開始され
ました。令和3年度より、VISITとCHASEが一体となり、科学的介護情報システム（LIFE3）の運用が開
始されました。

　LIFEでは、介護施設・事業所で記録されている様々な情報のうち、利用者の状態や、ケアの計画・内容
などに関する情報を収集し、蓄積した全国のデータに基づいてフィードバックを提供します。介護施設・事
業所においては、フィードバックされたデータと介護施設・事業所で記録されている情報を組み合わせ、取
組によって利用者あるいは施設全体のケアのどのような点が改善され、どのような課題があるのかを検
討し、ケアの見直しを行うことによって、よりよいサービスの提供へとつなげていきます。

　LIFEに蓄積された全国の介護施設・事業所のデータは、研究者にも活用されます。蓄積されたデータ
を分析することによって、例えば「利用者の状態ごとにどのような特徴があるのか」、「利用者の状態ごと
にどのような注意が必要なのか」、「状態別に有効な介入策は何か」といった研究成果を得ることができ、
この成果が介護現場に還元されることや、フィードバックの充実につなげていくことを目指しています。
　このようにLIFEに蓄積されたデータの活用が進むことによって、図表1に示すような循環が生まれ、科
学的な裏付けに基づく介護の実践（＝科学的介護）につながることが期待されます。

Ⅱ. 概論編

*1　通所・訪問リハビリテーションデータ収集システム（monitoring & eValuation for rehabIlitation ServIces for long-Term care）
*2　高齢者の状態やケアの内容等データ収集システム (Care, HeAlth Status & Events)
*3　Long-term care Information system For Evidence

図表 1　LIFEを活用した取組イメージ

改善
（Action）

計画
（Plan）

PDCAサイクルPDCAサイクル
評価

（Check）

科学的介護情報システム

DB

実行
（Do）

■  フィードバック例
 ・ 利用者個人のBMIを時系列に見るグラフ
 ・ 事業所のADL平均値が都道府県内の事業所と
　  比較してどの位置か示すグラフ

■  LIFE データ項目（例）
 ・ ADL
 ・ 身長・体重
 ・ 口腔の健康状態　等

■ 収集されたLIFE
データに基づくアウ
トカム評価を検討

【介護施設・事務所】

【厚生労働省】

目標の設定と計画の作成

計画等に基づいたケアの実施

フィードバックと計画書等の
情報を組み合わせて、取組の
評価や見直しを実施

利用者および施設・事務所の
現状や、取組によって生じた
変化を確認

・エビデンスに基づく施策の立案
　- 施策の効果や課題の把握、アウトカム評価の検討
　- 介護情報基盤運用開始に向けた、介護事務所等の関係者間における情報共有の検討

・エビデンス創出に向けた取組
　- 研究者等への匿名 LIFE 情報提供の推進
　- 医療保険等の他の公的DB等との連結による詳細な解析の推進

フィードバックの提供 データ収集

フィードバックの確認 LIFE へのデータ登録

(1) 科学的介護情報システム（LIFE）を活用した科学的介護の実践

Ⅰ. はじめに
　本手引きは、科学的介護の推進に向けて、介護施設・事業所における科学的介護情報システム（以下、
「LIFE」）の活用を、自治体職員等が支援するための資料として作成しています。把握したい内容に合わせて、本
手引きの各章をご参照ください。

　本手引きの対象者の例として、以下の方を想定しています。
　・ 介護施設・事業所の運営支援を担当する部署の方

Ⅰ. はじめにⅠ.はじめに
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(2) 令和6年度介護報酬改定における変更点

　令和６年度介護報酬改定において、より質の高い情報の収集・分析を可能とすることで科学的介護を推進
する観点、また、入力負担を軽減する観点から、以下のような見直しが実施されました。

① 新 LIFEシステムへの移行
 　これまで、入力画面の表示が分かりにくい、操作方法が難しい等、入力操作に関する課題が指摘されて
 おり、こうした課題が入力負担へつながっていました。令和6年度介護報酬改定に併せて、入力画面やマ
 ニュアルの内容を改める等により、利便性の向上が図られました。

② アウトカム評価の充実
 　介護の質の向上に係る取組を一層推進する観点や、自立支援・重度化防止に向けた取組をより一層推
 進する観点から、褥瘡マネジメント加算・褥瘡対策指導管理、ADL維持等加算、排せつ支援加算につい
 て見直しが行われました。

図表 2　アウトカム評価の見直し例

ア 令和 6年度介護報酬改定における LIFE の見直しの概要

　ケアを継続的に改善し、質を向上していくためには、利用者の意向を踏まえて設定した目標や過ごし方の希
望などに対して計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）を繰り返す、「PDCAサイクル」を実
践することが大切です。このPDCAサイクルを実践する中で利用者の状態などを評価・記録し、LIFEへとデー
タを提出することで、提出されたデータに基づき、LIFEからフィードバックが提供されます。介護施設・事業所で
は、提供されたフィードバックをひとつの材料として、取組の評価や見直しを行います。

　LIFEを活用する利点のひとつは、LIFEでは全国の介護施設・事業所において同じ項目を用いてアセスメント
を行うことから、多職種間や自事業所や施設内の職員間のみならず他の事業所等と情報共有を行う際に、共
通の認識をもつことに役立つことです。同じ“軸”で利用者のアセスメントを行うことによって、利用者の状態を
正確に把握することができ、利用者に関わる職員が共通の目標に向かって取り組みやすくなります。
　また、LIFEに提出される項目は全国共通であることから、提供されるフィードバックでは、要介護度や地域・都
道府県など、類似した特性の利用者や介護施設・事業所のデータと比較が可能になりました。自施設・事業所
のデータと、他施設・事業所のデータを比較して、差がみられた項目をきっかけとし、計画や行ったケアの内容を
見直すことができることもLIFEの活用の利点のひとつです。
　さらに、多職種で連携した取組につながることがあげられます。介護施設・事業所における利用者の自立支
援・重度化防止に向けた取組のためには、1人の視点ではなく、介護職員や各専門職のもつ様々な視点で情報
を共有することが必要です。LIFEに提出する情報や、LIFEから提供されるフィードバックを職員間で共有し、同
じデータを見ながら複数の視点で議論を重ねることで、利用者や提供するケアのあり方についてより多面的に
理解できることや、職員が自身のケアについて客観的に振り返ることに繋がります。

　このように、LIFEを日々 のケアにおけるPDCAサイクルに取り込むことによって、よりよいケアへとつなげる
きっかけとなることが期待されます。
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③ 入力項目・データ提出タイミングの見直し
 　複数の加算で、利用者の同じ状態を評価する項目であっても、加算の様式ごとに、項目名や評価指標
 が異なるため、重複して評価及び入力が必要となり、入力されたデータの質低下や入力負担となっていま
 した。このような項目について、重複している項目の名称や評価指標等を統一することで、評価の分かりに
 くさが解消されました。

 　各加算のデータ提出頻度について、これまではサービス利用開始月より入力を求めている加算もあれ
 ば、サービス利用開始後の計画策定時に入力が必要な加算もあり、同一の利用者であっても算定する加
 算によって入力のタイミングが異なり、事業所における入力タイミングの管理が煩雑となっていました。
 　このような状況を踏まえ、LIFEへのデータ提出について、「少なくとも３か月に１回」と統一されました。ま
 た、同一の利用者に対して複数の加算を算定する場合のデータ提出頻度を統一できるよう、例えば、月末
 よりサービス利用を開始する場合であって、当該利用者の評価を行う時間が十分確保できない場合等、
 一定の条件の下で、提出期限が猶予されます。

加算名 項目名

【現行】 【見直し後】

排尿コントロール

排尿コントロール

10 ： 自立
5 ： 一部介助
0 ： 全介助

10 ： 自立
5 ： 一部介助
0 ： 全介助

介助されていない
見守り等
一部介助
全介助

排尿の状態

※Barthel Indexの1項目として
　「できる」状況について記載

※Barthel Indexの1項目として
　「できる」状況について記載

※「している」状況について記載

（時点）評価時点

（時点）評価時点

（時点）施設入所時
　　　　評価時
　　　　3ヶ月後の見込み
　　　　　-支援を行った場合
　　　　　-支援を行わない場合

評価指標 項目名 評価指標

科学的介護推進体制加算

個別機能訓練加算

ADL維持等加算

排せつ支援加算

図表 3　複数の加算で重複しているものの評価方法等が異なっている項目の見直し例

図表 4　同一の利用者に科学的介護推進体制加算及びリハビリテーションマネジメント加算を算定する場合の例 4

*4　図中に「4/29 サービス利用開始」とあるが、新 LIFEシステムへの移行は 2024 年 4月 22日に行われた。
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　令和６年度介護報酬改定において、LIFE の活用等が要件に含まれる加算は以下の通りです。

図表 7　LIFE の活用等が要件として含まれる加算一覧（施設・サービス別）
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口腔衛生管理加算　様式（実施計画）
口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例）
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※任意と記載された様式はLIFEへのデータ提出は任意

図表 13　LIFE の活用が求められている加算に関連する様式
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求められます。
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管理ユーザーと操作職員では、ログイン時に表示されるトップページが異なります。

図表 10　各ユーザーが操作できる機能の範囲 5  

図表 11　ユーザー別のトップページ

*5　 「LIFE 導入ガイド」　1.1 LIFE のユーザーについて（1-6 ページ）　一部改変

 (3) LIFEシステムについて

　　LIFEを利用するための基本的な流れをお示しします。
　まず、「事業所管理者」が新規利用ログインを行い、管理ユーザーの設定及び起動アイコンのダウンロードを
行います。ここで発行されたログイン情報をもとに、管理ユーザーは初回ログイン・初期設定及び操作職員情
報・利用者情報の登録を行います。さらに、ここで発行されたログイン情報をもとに、操作職員が初回ログイン・
初期設定を行います。
　各ユーザーで初回ログイン・初期設定を行うと、様式情報の登録やフィードバックの閲覧が可能となります。
　初回ログイン・初期設定の操作は初回利用時のみ実施し、様式情報の登録やフィードバックのダウンロードは
加算の算定要件に応じた頻度で実施します。

① LIFEのユーザー
　LIFEを利用できるユーザーには「管理ユーザー」と「操作職員」があります。管理ユーザーと操作職員では、
操作できる機能の範囲が異なります。
 ■ 管理ユーザー
  管理ユーザーは1つの事業所に1名設定します。管理ユーザーは操作職員、介護サービス利用者の
  管理を行うことができます。
 ■ 操作職員
  主に様式情報の入力を行うことが出来るユーザーです。1つの事業所に複数名設定できます。操作
  職員は管理ユーザーによって登録を行います。

　各ユーザーが行うことができる主な操作は次頁のとおりです。

　本項では、介護施設・事業所においてLIFEを導入する流れや、介護施設・事業所において実施されてい
るLIFEシステムの主な操作についてご説明します。

図表 9　LIFE 導入の流れ

ア　LIFE を導入する流れ
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①  操作職員情報・利用者情報の登録
　 　操作職員情報及び利用者情報の登録は、管理ユーザーのみが行うことができる操作です。様式情報の
 登録を行う操作職員及び様式情報を登録する対象となる利用者の情報を登録します。操作職員の情報を
 登録する場合は「操作職員情報登録更新」、介護サービス利用者の情報を登録する場合は「利用者情報
 登録更新」より操作を行います。

図表 14　新規登録画面への遷移方法

図表 15　操作職員情報・利用者情報の登録

　管理ユーザー及び操作職員がLIFEシステムにおいて行う操作のうち、代表的なものについてご説明します。

イ　LIFE システムにおける代表的な操作

② LIFEの動作条件
　LIFEを利用するためには、以下にお示しする条件を満たす端末およびインターネット環境が必要です。なお、
LIFEシステムを利用するための料金は不要です。

③ 新規登録の流れ 7 
　LIFEの新規登録を行うためには、以下に示す通り新規利用ログイン、管理ユーザーの設定、起動アイコンの
ダウンロードが必要です。
　令和6年度報酬改定に伴うLIFEシステムの見直しにより、電子請求受付システム（介護）のID及びパスワー
ドで新規利用の登録が可能となりました。

  LIFEホームページには、厚生労働省「科学的介護情報システム（LIFE）について」ページの「２　LIFEホー
ムページのリンク」より、アクセスすることができます。LIFEトップページ右側にある「新規登録」ボタンをクリッ
クすることで一連の登録を行う画面へ遷移します。
　管下の介護施設・事業所よりLIFE利用開始の方法がわからないといった問合せがあった場合には、厚生労
働省「科学的介護情報システム（LIFE）について」ページよりLIFEホームページへアクセスし、「新規登録」よ
り登録を進めることができることをご案内ください。

図表 12　LIFE の動作条件 6  

図表 13　新規登録の流れ

*6　「LIFE 導入ガイド」　1.3 お使いになるパソコンの条件　（1-9 ページ）
*7　「LIFE 導入ガイド」　2.1 新規利用の手続きをする　（2-23～2-36 ページ）
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図表 18　入力画面からの登録方法

  （B）  入力画面からの登録
   介護サービス利用者の情報をＬＩＦＥ画面から手入力します。
   保険者番号、被保険者番号、サービス種類は変更を行うことが出来ず、再度登録が必要となります。

② 様式情報の登録
　 　利用者の状態などを評価・記録し、LIFE関連加算ごとにLIFEへのデータ提出を行います。LIFEへの
 データ提出方法には、介護サービス利用者情報の登録同様に、以下の2種類があります。
 （A） LIFEとデータ連携が可能な介護記録ソフトを導入している場合
 （B） 紙で運用している場合・利用している介護記録ソフトがLIFE未対応である場合

 　それぞれの方法について、以下に詳細を記載します。

 ■ LIFEとデータ連携が可能な介護記録ソフトを導入している場合
  　介護記録ソフト等で様式等を作成する際に入力したデータを、CSVファイル形式で出力し、LIFEへ
  の取り込みを行います。このことにより、再度データを入力することなく、LIFEへのデータ提出を行う
  ことができます。LIFEシステム上の操作は①で示す介護サービス利用者情報の登録と同様です（図
  表 17参照）。なお、この方法を利用する場合、介護記録ソフトがLIFEのフォーマットでのCSVファイル
  出力に対応している必要があります。利用している介護記録ソフトが未対応である場合、方法（B）に
  よりLIFEへのデータ提出を行います。

  　CSVファイル中に取り込みできないデータがあった場合、エラーが表示されます。エラーの内容とし
  て、半角英数字と定められているところ、それ以外の文字が登録されている、登録できない値が設定
  されているといったものがあります。エラー詳細画面に示される内容に基づき、データを修正した上で
  再度取込を行います。

図表 16　操作職員情報の登録

図表 17　CSV取り込みによる登録方法

 ■ 操作職員情報の登録
  　操作職員の情報は、LIFEシステムの画面上から入力を行います。
  　操作職員の登録時に設定するユーザID及び、登録後に発行されるパスワードを用いて、操作職員
  はLIFEにログインを行います。

 ■ 介護サービス利用者情報の登録
  介護サービス利用者の登録については2種類の登録方法があります。
  （A）  CSV取り込みによる登録
   介護記録ソフトから出力したCSVファイルを取り込み、介護サービス利用者の情報を一括で登
   録します。
   CSVファイルの取り込みは「外部データ取込」から行います。
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 ■ 留意事項
  ○「必須」と「原則必須」の違い
  　様式の項目には、「必須」や「原則必須」といったアイコンが表示されています。「必須」はLIFEへ
  データを提出するために、必ず登録が必要である項目を意味します。「原則必須」は事務連絡「科学
  的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の
  提示について」において、LIFEへの提出が定められている項目を指します。ただし、やむを得ない場合
  と判断される場合には、空欄として提出することが認められます。

  　「やむを得ない場合」がどのような場合に該当するのかについては、令和６年９月27日に発出され
  た「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）」問4に記載されています。

  　なお、LIFEシステムでは介護施設・事業所での入力漏れを防ぐために、「必須」の項目がすべて入
  力されていない場合は「登録」を押下することができず、原則必須」の項目がすべて入力されていな
  い場合は提出の際にアラートが出る仕様になっています。ただし、やむを得ないと判断される場合に
  は、アラートのOKを押下し、未入力のまま提出しても加算を算定することができます。

  ○「確定」と「作成中」の違い
  　様式情報のステータスには「確定」と「作成中」があります。登録を行って厚生労働省へのデータ
  提出が完了した様式情報のステータスは「確定」、一時保存を行った様式情報のステータスは「作成
  中」となります。厚生労働省へのデータ提出の有無は、様式が「確定」と表示されているかどうかをご
  確認ください。

図表 19　CSV取り込みにおけるエラー発生

図表 20　システム画面からの様式登録

 ■ 紙で運用している場合・利用している介護記録ソフトがLIFE未対応である場合
  　LIFEの画面からデータ入力を行うことで、データ提出を行います。LIFEには、入力したデータを計
  画書等の様式でPDF出力する機能がありますので、LIFEへのデータ提出を行うと同時に、加算の算
  定に必要な様式を作成することが可能です。
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③ フィードバックの閲覧

 　 　令和6年度版フィードバックは、LIFEシステム上で閲覧することができます。本項では、フィードバックを閲覧す
  る流れと留意事項についてご説明します。

 1.　LIFEシステムにログインします。

 2.　「フィードバック参照」ボタンをクリックします。

 3. 「フィードバック参照画面」が表示されます。閲覧したいフィードバックの加算名をクリックします。（以降は、
  科学的介護推進体制加算　事業所フィードバックを選択した場合の画面を用いて説明します。）

LIFEシステムにログイン
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図表 21　（横）積み上げ棒グラフにおいて、2024年 2月に集計対象データがない場合
（事業所フィードバック）

  【留意事項】
  　自事業所又は利用者のグラフ及び表において、集計対象となるデータが存在する場合に、グラフ及び表
  内の該当欄が表示されます。このため、集計対象となるデータが存在しない月を選択した場合には、グラフ及び
  表内の該当欄が表示されず、空白となります。ただし、自事業所および利用者のデータがない場合であっても、
  全国のグラフは表示されます。
  　以下に実際の画面の例をお示しします。

 　フィードバック画面の右側には、利用者IDと利用者氏名が一覧表示されます。この一覧は利用者IDを選択する
 際に参考としてください。ただし、本表を押下することによってフィードバックを表示する利用者を選択することはでき
 ません。

 　利用者フィードバックでは、利用者IDの選択により、表示する利用者を選択します。利用者IDは、前方一致検索
 （IDの先頭の数字から一致したものを検索する方法）を行うことができます。

 4. 選択した加算のフィードバック画面が表示されます。

 5. フィードバックを閲覧するサービス種類および表示期間を設定することで、フィードバックが表示されます。

項目名 説明

サービス

表示期間

プルダウンよりフィードバックを閲覧するサービス種類を選択します。

フィードバックを表示する期間の始点および終点を選択します。
事業所フィードバックは過去12か月について、最新の時点から3か月毎の年月
を選択することができます。
（例）最新の時点が2025年7月の場合、2025年4月、2025年1月、2024年
10月の4時点を選択することができます。
利用者フィードバックは、過去12か月について、最新の時点から1か月毎の年
月を選択することができます。
表示期間は、必ず左側のプルダウンが右側よりも古い年月となるように設定
してください。正しく設定されていない場合、グラフが表示されません。
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図表 21　（横）積み上げ棒グラフにおいて、2024年 2月に集計対象データがない場合
（事業所フィードバック）

  【留意事項】
  　自事業所又は利用者のグラフ及び表において、集計対象となるデータが存在する場合に、グラフ及び表
  内の該当欄が表示されます。このため、集計対象となるデータが存在しない月を選択した場合には、グラフ及び
  表内の該当欄が表示されず、空白となります。ただし、自事業所および利用者のデータがない場合であっても、
  全国のグラフは表示されます。
  　以下に実際の画面の例をお示しします。

 　フィードバック画面の右側には、利用者IDと利用者氏名が一覧表示されます。この一覧は利用者IDを選択する
 際に参考としてください。ただし、本表を押下することによってフィードバックを表示する利用者を選択することはでき
 ません。

 　利用者フィードバックでは、利用者IDの選択により、表示する利用者を選択します。利用者IDは、前方一致検索
 （IDの先頭の数字から一致したものを検索する方法）を行うことができます。

 4. 選択した加算のフィードバック画面が表示されます。

 5. フィードバックを閲覧するサービス種類および表示期間を設定することで、フィードバックが表示されます。

項目名 説明

サービス

表示期間

プルダウンよりフィードバックを閲覧するサービス種類を選択します。

フィードバックを表示する期間の始点および終点を選択します。
事業所フィードバックは過去12か月について、最新の時点から3か月毎の年月
を選択することができます。
（例）最新の時点が2025年7月の場合、2025年4月、2025年1月、2024年
10月の4時点を選択することができます。
利用者フィードバックは、過去12か月について、最新の時点から1か月毎の年
月を選択することができます。
表示期間は、必ず左側のプルダウンが右側よりも古い年月となるように設定
してください。正しく設定されていない場合、グラフが表示されません。
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図表 23　折れ線グラフで2024年 2月に集計対象データがない場合（事業所フィードバック）

図表 24　表で表示対象となるデータが存在しない場合（左）と存在する場合（右）（利用者フィードバック）

図表 22　2時点を比較するデータにおいて、2時点のデータが揃っている場合（上）と
「比較時点 1」のデータのみが存在する場合（下）（利用者フィードバック）
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図表 23　折れ線グラフで2024年 2月に集計対象データがない場合（事業所フィードバック）

図表 24　表で表示対象となるデータが存在しない場合（左）と存在する場合（右）（利用者フィードバック）

図表 22　2時点を比較するデータにおいて、2時点のデータが揃っている場合（上）と
「比較時点 1」のデータのみが存在する場合（下）（利用者フィードバック）
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*8     介護施設・事業所の平均要介護度は以下のように算出します。
 0.375×（事業対象者・要支援（経過的要介護）・要支援1・2の人数）＋1×（要介護1の人数）＋・・・＋5×（要介護5の人数）　

 （事業対象者・要支援（経過的要介護）・要支援1・2の人数）＋要介護1の人数＋・・・＋（要介護5の人数）

選択肢
静岡県（④）
愛知県（④）
三重県（⑤）
滋賀県（⑤）
京都府（⑤）
大阪府（⑤）
兵庫県（⑤）
奈良県（⑤）
和歌山県（⑤）
鳥取県（⑥）
島根県（⑥）
岡山県（⑥）
広島県（⑥）
山口県（⑥）
徳島県（⑦）
香川県（⑦）
愛媛県（⑦）
高知県（⑦）
福岡県（⑧）
佐賀県（⑧）
長崎県（⑧）
熊本県（⑧）
大分県（⑧）　
宮崎県（⑧）
鹿児島県（⑧）
沖縄県（⑧）
・ サービス種類によって区分の値が設定されます。
・ 詳細は「ケアの質の向上に向けた科学的介護情報
　システム（LIFE）利活用の手引き　付録　フィード
　バック集計要件」をご参照ください。
1未満
1以上1.5未満
1.5以上2.0未満
2.0以上2.5未満
2.5以上3.0未満
3.0以上3.5未満
3.5以上4.0未満
4.0以上4.5未満
4.5以上5.0以下

説明

介護施設・事業所の利用人数に応じて3区分
に分類されます。
サービス種類によって区分の境界となる値
が異なります。
介護施設・事業所の平均要介護度を選択し
ます。

条件

事業所規模

平均要介護度8 

 6. フィードバックでは、条件を選択することにより、例えば自施設・事業所の状況に近い介護施設・事業所の
  全国データを絞り込み、表示させることができます。

  事業所フィードバックにおいて、選択できる条件は以下のとおりです。

説明
都道府県を8つに分けた地域を選択すること
ができます。
地域を選択することで、当該地域に紐づく都
道府県が同時に選択されます。

都道府県を個別に選択することができます。
右に示す選択肢では、かっこ内の数字が地域
の区分と対応しています。

条件
地域

都道府県

選択肢
① 北海道
② 東北
③ 関東
④ 中部
⑤ 近畿
⑥ 中国
⑦ 四国
⑧ 九州・沖縄
北海道（①）
青森県（②）
岩手県（②）
秋田県（②）
宮城県（②）
山形県（②）
福島県（②）
茨城県（③）
栃木県（③）
群馬県（③）
埼玉県（③）
千葉県（③）
東京都（③）
神奈川県（③）
新潟県（④）
富山県（④）
石川県（④）
福井県（④）
山梨県（④）
長野県（④）
岐阜県（④）
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*8     介護施設・事業所の平均要介護度は以下のように算出します。
 0.375×（事業対象者・要支援（経過的要介護）・要支援1・2の人数）＋1×（要介護1の人数）＋・・・＋5×（要介護5の人数）　

 （事業対象者・要支援（経過的要介護）・要支援1・2の人数）＋要介護1の人数＋・・・＋（要介護5の人数）

選択肢
静岡県（④）
愛知県（④）
三重県（⑤）
滋賀県（⑤）
京都府（⑤）
大阪府（⑤）
兵庫県（⑤）
奈良県（⑤）
和歌山県（⑤）
鳥取県（⑥）
島根県（⑥）
岡山県（⑥）
広島県（⑥）
山口県（⑥）
徳島県（⑦）
香川県（⑦）
愛媛県（⑦）
高知県（⑦）
福岡県（⑧）
佐賀県（⑧）
長崎県（⑧）
熊本県（⑧）
大分県（⑧）　
宮崎県（⑧）
鹿児島県（⑧）
沖縄県（⑧）
・ サービス種類によって区分の値が設定されます。
・ 詳細は「ケアの質の向上に向けた科学的介護情報
　システム（LIFE）利活用の手引き　付録　フィード
　バック集計要件」をご参照ください。
1未満
1以上1.5未満
1.5以上2.0未満
2.0以上2.5未満
2.5以上3.0未満
3.0以上3.5未満
3.5以上4.0未満
4.0以上4.5未満
4.5以上5.0以下

説明

介護施設・事業所の利用人数に応じて3区分
に分類されます。
サービス種類によって区分の境界となる値
が異なります。
介護施設・事業所の平均要介護度を選択し
ます。

条件

事業所規模

平均要介護度8 

 6. フィードバックでは、条件を選択することにより、例えば自施設・事業所の状況に近い介護施設・事業所の
  全国データを絞り込み、表示させることができます。

  事業所フィードバックにおいて、選択できる条件は以下のとおりです。

説明
都道府県を8つに分けた地域を選択すること
ができます。
地域を選択することで、当該地域に紐づく都
道府県が同時に選択されます。

都道府県を個別に選択することができます。
右に示す選択肢では、かっこ内の数字が地域
の区分と対応しています。

条件
地域

都道府県

選択肢
① 北海道
② 東北
③ 関東
④ 中部
⑤ 近畿
⑥ 中国
⑦ 四国
⑧ 九州・沖縄
北海道（①）
青森県（②）
岩手県（②）
秋田県（②）
宮城県（②）
山形県（②）
福島県（②）
茨城県（③）
栃木県（③）
群馬県（③）
埼玉県（③）
千葉県（③）
東京都（③）
神奈川県（③）
新潟県（④）
富山県（④）
石川県（④）
福井県（④）
山梨県（④）
長野県（④）
岐阜県（④）
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説明

5歳刻みの年齢階級を選択します。

要介護度を選択します。

障害高齢者の日常生活自立度を選択します。

認知症高齢者の日常生活自立度を選択します。

条件
都道府県

年齢階級

要介護度

障害高齢者の日
常生活自立度

認知症高齢者の
日常生活自立度

選択肢
高知県（⑦）
福岡県（⑧）
佐賀県（⑧）
長崎県（⑧）
熊本県（⑧）
大分県（⑧）　
宮崎県（⑧）
鹿児島県（⑧）
沖縄県（⑧）
65歳未満
65歳以上70歳未満
70歳以上75歳未満
75歳以上80歳未満
80歳以上85歳未満
85歳以上90歳未満
90歳以上95歳未満
95歳以上100歳未満
100歳以上
非該当
事業対象者
要支援（経過的要介護）
要支援1
要支援2
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5
自立
J1
J2
A1
A2
B1
B2
C1
C2
自立
Ⅰ
Ⅱa
Ⅱb
Ⅲa
Ⅲb
Ⅳ
M

複数の条件を同時に設定することができます。
その結果、対象となる事業所数が11施設・事業所未満となった場合や、利用者数が
11名未満となった場合、グラフが非表示となることにご留意ください。

  利用者フィードバックにおいて、選択できる条件は以下のとおりです。

説明
都道府県を8つに分けた地域を選択すること
ができます。
地域を選択することで、当該地域に紐づく都
道府県が同時に選択されます。

都道府県を個別に選択することができます。
右に示す選択肢では、かっこ内の数字が地域
の区分と対応しています。

条件
地域

都道府県

選択肢
① 北海道
② 東北
③ 関東
④ 中部
⑤ 近畿
⑥ 中国
⑦ 四国
⑧ 九州・沖縄
北海道（①）
青森県（②）
岩手県（②）
秋田県（②）
宮城県（②）
山形県（②）
福島県（②）
茨城県（③）
栃木県（③）
群馬県（③）
埼玉県（③）
千葉県（③）
東京都（③）
神奈川県（③）
新潟県（④）
富山県（④）
石川県（④）
福井県（④）
山梨県（④）
長野県（④）
岐阜県（④）
静岡県（④）
愛知県（④）
三重県（⑤）
滋賀県（⑤）
京都府（⑤）
大阪府（⑤）
兵庫県（⑤）
奈良県（⑤）
和歌山県（⑤）
鳥取県（⑥）
島根県（⑥）
岡山県（⑥）
広島県（⑥）
山口県（⑥）
徳島県（⑦）
香川県（⑦）
愛媛県（⑦）
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説明

5歳刻みの年齢階級を選択します。

要介護度を選択します。

障害高齢者の日常生活自立度を選択します。

認知症高齢者の日常生活自立度を選択します。

条件
都道府県

年齢階級

要介護度

障害高齢者の日
常生活自立度

認知症高齢者の
日常生活自立度

選択肢
高知県（⑦）
福岡県（⑧）
佐賀県（⑧）
長崎県（⑧）
熊本県（⑧）
大分県（⑧）　
宮崎県（⑧）
鹿児島県（⑧）
沖縄県（⑧）
65歳未満
65歳以上70歳未満
70歳以上75歳未満
75歳以上80歳未満
80歳以上85歳未満
85歳以上90歳未満
90歳以上95歳未満
95歳以上100歳未満
100歳以上
非該当
事業対象者
要支援（経過的要介護）
要支援1
要支援2
要介護1
要介護2
要介護3
要介護4
要介護5
自立
J1
J2
A1
A2
B1
B2
C1
C2
自立
Ⅰ
Ⅱa
Ⅱb
Ⅲa
Ⅲb
Ⅳ
M

複数の条件を同時に設定することができます。
その結果、対象となる事業所数が11施設・事業所未満となった場合や、利用者数が
11名未満となった場合、グラフが非表示となることにご留意ください。

  利用者フィードバックにおいて、選択できる条件は以下のとおりです。

説明
都道府県を8つに分けた地域を選択すること
ができます。
地域を選択することで、当該地域に紐づく都
道府県が同時に選択されます。

都道府県を個別に選択することができます。
右に示す選択肢では、かっこ内の数字が地域
の区分と対応しています。

条件
地域

都道府県

選択肢
① 北海道
② 東北
③ 関東
④ 中部
⑤ 近畿
⑥ 中国
⑦ 四国
⑧ 九州・沖縄
北海道（①）
青森県（②）
岩手県（②）
秋田県（②）
宮城県（②）
山形県（②）
福島県（②）
茨城県（③）
栃木県（③）
群馬県（③）
埼玉県（③）
千葉県（③）
東京都（③）
神奈川県（③）
新潟県（④）
富山県（④）
石川県（④）
福井県（④）
山梨県（④）
長野県（④）
岐阜県（④）
静岡県（④）
愛知県（④）
三重県（⑤）
滋賀県（⑤）
京都府（⑤）
大阪府（⑤）
兵庫県（⑤）
奈良県（⑤）
和歌山県（⑤）
鳥取県（⑥）
島根県（⑥）
岡山県（⑥）
広島県（⑥）
山口県（⑥）
徳島県（⑦）
香川県（⑦）
愛媛県（⑦）
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(4) フィードバックの活用について

ア　PDCAサイクルとフィードバックの活用

　ケアを継続的に改善し、質を向上していくためには、利用者の意向を踏まえて設定した目標や過ごし方の希望などに対
して計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）を繰り返す、「PDCAサイクル」を実践することが大切です。
このPDCAサイクルを実践する中で利用者の状態などを評価・記録し、LIFE へデータを提出することで、提出された
データに基づき、LIFEからフィードバックが提供されます。介護施設・事業所では、ケアプランや介護計画などとあわせ
て、提供されたフィードバックをひとつの材料として取組の評価や見直しを行うことで、よりよいサービスの提供へと繋げて
いきます。

　LIFEから提供されるフィードバックを活用したPDCAサイクルの実践について、各プロセスの取組の概要について紹
介します。

 (1) 準備
 　まずは準備として、利用者はどのような希望を実現したいのか、介護施設・事業所としてどのようなケアを提供し
 たいのかといった点を踏まえ、目指す姿を設定します。設定した目標を達成するためには、利用者や介護施設・事業
 所が抱える様 な々課題を解決する必要がありますが、課題には多くの要因が関係していることが想定されます。この
 ため、一人の視点で取り組むのではなく、介護職員や各専門職のもつ多面的な視点で情報共有を行う体制を作る
 ことが重要です。

 (2) Check（評価）
 　フィードバック活用の第一歩として、まずは LIFE のフィードバックの中身を確認してみましょう。LIFE から提供さ
 れるフィードバックには以下の2種類があります。

 ① 事業所フィードバック
  事業所フィードバックでは、自施設・事業所の利用者の状態の変化や、全国の同じサービスの介護施設・事
  業所における相対的な位置について、図やグラフで示されます。

 ② 利用者フィードバック
  利用者フィードバックでは、各利用者について、状態の変化が表示されます。

図表 25　PDCAサイクルとLIFE の活用

改善
（Action）

計画
（Plan）

PDCAサイクルPDCAサイクル

※LIFE：Long-term care Information system For Evidence 

評価
（Check）

科学的介護情報システム

DB

フィードバックの提供

LIFE へのデータ登録

実行
（Do）

■  提出項目例
 ・ ADL
 ・ 診断名
 ・ 服薬情報
 ・ 身長・体重
 ・ 口腔の健康状態
 ・ Vitality Index

■  フィードバック例
 ・ 利用者個人のBMIを時系
 列に見るグラフ
 ・ 事業所のADL平均値が都
 道府県内の事業所と比較し
 てどの位置か示すグラフ

 　フィードバックの図やグラフについて、どのような気づきがあるでしょうか。例えば、以下のような観点で確認します。
 ・ 全国の同じサービスの介護施設・事業所と比較して、自施設・事業所ではどのような項目の値が低いあるい
  は高いのか。
 ・ 過去からの推移について、どのような項目で変化があったのか。
  もし、値に変化がなかった場合においても、「変化がない」ことを把握することが重要です。取組の効果として良
  い状態を維持している場合や、逆に利用者の希望や目標に対して乖離がある状態で維持されている場合が考
  えられます。変化がないことが望ましい状態であるのか、確認を行います。

 　次のステップとして、複数の職員でフィードバックを参照し、気付いたことを共有します。例えば、サービス
 担当者会議等の機会を活用しながら、ケアプランや介護計画などとあわせてフィードバックの内容を確認し、利用者
 及び介護施設・事業所の現状や、これまでに実施した取組によって生じた変化について気付いたことを共有するこ
 とが考えられます。

 (3) Action（改善）
 　評価の結果を踏まえ、利用者の背景やケアプラン、介護計画等をもとに、フィードバックから把握された変化がど
 のような要因によって生じたのか検討します。また、利用者の意向やこれまでに実施した取組の効果等をふまえて、
 次に取り組むべき課題を整理します。

 (4) Plan（計画）
 　取り組むべき課題を踏まえ、次に目指す目標を設定し、目標を達成するための計画を立てます。取り組む課題が、
 介護施設・事業所全体として全ての利用者に向けて取り組むべきものである場合、介護施設・事業所全体で実
 施する計画内容を検討します。一方、課題が利用者個人に関わるものである場合には、該当する利用者に対して個
 別に計画を立てます。

 (5) Do（実行）
 　計画に沿ってケアを実施します。また、日々 のケアを行う中でデータを記録し、LIFEへ提出します。

 　フィードバックを活用する際の注意点として、フィードバックは「ケアの答えが示されるもの」や「ケアの通知表」で
 はないことがあげられます。フィードバックは、ケアに携わる様々な職員が、利用者の状態や日々 のケアの状況につい
 て共通の認識を持ち、改善につなげていくための「材料」となるものです。フィードバックをきっかけとして、職員間で
 気付きを共有することで、よりよいケアに向けた取組につながることが期待されます。

図表 26　フィードバック活用のプロセス
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(4) フィードバックの活用について

ア　PDCAサイクルとフィードバックの活用

　ケアを継続的に改善し、質を向上していくためには、利用者の意向を踏まえて設定した目標や過ごし方の希望などに対
して計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）を繰り返す、「PDCAサイクル」を実践することが大切です。
このPDCAサイクルを実践する中で利用者の状態などを評価・記録し、LIFE へデータを提出することで、提出された
データに基づき、LIFEからフィードバックが提供されます。介護施設・事業所では、ケアプランや介護計画などとあわせ
て、提供されたフィードバックをひとつの材料として取組の評価や見直しを行うことで、よりよいサービスの提供へと繋げて
いきます。

　LIFEから提供されるフィードバックを活用したPDCAサイクルの実践について、各プロセスの取組の概要について紹
介します。

 (1) 準備
 　まずは準備として、利用者はどのような希望を実現したいのか、介護施設・事業所としてどのようなケアを提供し
 たいのかといった点を踏まえ、目指す姿を設定します。設定した目標を達成するためには、利用者や介護施設・事業
 所が抱える様 な々課題を解決する必要がありますが、課題には多くの要因が関係していることが想定されます。この
 ため、一人の視点で取り組むのではなく、介護職員や各専門職のもつ多面的な視点で情報共有を行う体制を作る
 ことが重要です。

 (2) Check（評価）
 　フィードバック活用の第一歩として、まずは LIFE のフィードバックの中身を確認してみましょう。LIFE から提供さ
 れるフィードバックには以下の2種類があります。

 ① 事業所フィードバック
  事業所フィードバックでは、自施設・事業所の利用者の状態の変化や、全国の同じサービスの介護施設・事
  業所における相対的な位置について、図やグラフで示されます。

 ② 利用者フィードバック
  利用者フィードバックでは、各利用者について、状態の変化が表示されます。

図表 25　PDCAサイクルとLIFE の活用

改善
（Action）

計画
（Plan）

PDCAサイクルPDCAサイクル

※LIFE：Long-term care Information system For Evidence 

評価
（Check）

科学的介護情報システム

DB

フィードバックの提供

LIFE へのデータ登録

実行
（Do）

■  提出項目例
 ・ ADL
 ・ 診断名
 ・ 服薬情報
 ・ 身長・体重
 ・ 口腔の健康状態
 ・ Vitality Index

■  フィードバック例
 ・ 利用者個人のBMIを時系
 列に見るグラフ
 ・ 事業所のADL平均値が都
 道府県内の事業所と比較し
 てどの位置か示すグラフ

 　フィードバックの図やグラフについて、どのような気づきがあるでしょうか。例えば、以下のような観点で確認します。
 ・ 全国の同じサービスの介護施設・事業所と比較して、自施設・事業所ではどのような項目の値が低いあるい
  は高いのか。
 ・ 過去からの推移について、どのような項目で変化があったのか。
  もし、値に変化がなかった場合においても、「変化がない」ことを把握することが重要です。取組の効果として良
  い状態を維持している場合や、逆に利用者の希望や目標に対して乖離がある状態で維持されている場合が考
  えられます。変化がないことが望ましい状態であるのか、確認を行います。

 　次のステップとして、複数の職員でフィードバックを参照し、気付いたことを共有します。例えば、サービス
 担当者会議等の機会を活用しながら、ケアプランや介護計画などとあわせてフィードバックの内容を確認し、利用者
 及び介護施設・事業所の現状や、これまでに実施した取組によって生じた変化について気付いたことを共有するこ
 とが考えられます。

 (3) Action（改善）
 　評価の結果を踏まえ、利用者の背景やケアプラン、介護計画等をもとに、フィードバックから把握された変化がど
 のような要因によって生じたのか検討します。また、利用者の意向やこれまでに実施した取組の効果等をふまえて、
 次に取り組むべき課題を整理します。

 (4) Plan（計画）
 　取り組むべき課題を踏まえ、次に目指す目標を設定し、目標を達成するための計画を立てます。取り組む課題が、
 介護施設・事業所全体として全ての利用者に向けて取り組むべきものである場合、介護施設・事業所全体で実
 施する計画内容を検討します。一方、課題が利用者個人に関わるものである場合には、該当する利用者に対して個
 別に計画を立てます。

 (5) Do（実行）
 　計画に沿ってケアを実施します。また、日々 のケアを行う中でデータを記録し、LIFEへ提出します。

 　フィードバックを活用する際の注意点として、フィードバックは「ケアの答えが示されるもの」や「ケアの通知表」で
 はないことがあげられます。フィードバックは、ケアに携わる様々な職員が、利用者の状態や日々 のケアの状況につい
 て共通の認識を持ち、改善につなげていくための「材料」となるものです。フィードバックをきっかけとして、職員間で
 気付きを共有することで、よりよいケアに向けた取組につながることが期待されます。

図表 26　フィードバック活用のプロセス
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③ データ比較時点の増加
 　令和 6年度版フィードバックでは、最大 12か月間のデータを時系列表示することが可能となりました。
 　フィードバック画面の「表示期間」の項目で表示させるデータの期間を選択することができ、ここで最大 12か月の
 期間を選択することが可能です。各グラフは表示期間に応じた範囲のデータが表示されます。なお、事業所フィード
 バックは3か月単位、利用者フィードバックは1か月単位でグラフが表示されます。

④ グラフ種類の多様化
 　令和 6年度版フィードバックではデータを様 な々形式のグラフで表示しています。
 　代表的なグラフの種類を以下にお示しします。

図表 29　フィードバック画面における表示期間の設定

図表 30　フィードバック含まれる代表的なグラフの種類

グラフの種類

棒グラフ

積み上げ棒グラフ

積み上げ 100%棒グラフ

イメージ画像

イ　令和６年度版フィードバックの変更点

　令和 6年度介護報酬改定において、フィードバックの見直しが行われ、以下にお示しする4点が主に変更されました。
 ① フィードバック提供方法の変更
 ② 都道府県、要介護度等による全国値の絞り込み機能の追加
 ③ データ比較時点の増加
 ④ グラフ種類の多様化

① フィードバック提供方法の変更
 　令和 3年度より提供されていたフィードバックでは、Excel 形式のファイルをLIFE画面上からダウンロードする方
 法で提供されていましたが、令和 6年度版フィードバックではブラウザ上で閲覧する方法に変更されました。

② 都道府県、要介護度等による全国値の絞り込み機能の追加
 　全国値について、都道府県、要介護等により類似した状態の介護施設・事業所又は利用者のデータに絞り込む
 ことができるようになりました。絞り込み条件は複数組み合わせることが可能です。
 　全国値の絞り込みを行う項目は以下の通りです。なお、絞り込み項目の具体的な内容については、P.25～28に
 お示ししています。

図表 27　フィードバック提供方法の変更

図表 28　フィードバックにおける絞り込み条件

絞り込み項目

・ 地域・都道府県

・ 平均要介護度

・ 事業所規模

・ 地域・都道府県

・ 年齢階級

・ 要介護度

・ 障害高齢者の日常生活自立度

・ 認知症高齢者の日常生活自立度
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③ データ比較時点の増加
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 　フィードバック画面の「表示期間」の項目で表示させるデータの期間を選択することができ、ここで最大 12か月の
 期間を選択することが可能です。各グラフは表示期間に応じた範囲のデータが表示されます。なお、事業所フィード
 バックは3か月単位、利用者フィードバックは1か月単位でグラフが表示されます。

④ グラフ種類の多様化
 　令和 6年度版フィードバックではデータを様 な々形式のグラフで表示しています。
 　代表的なグラフの種類を以下にお示しします。
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 　令和 3年度より提供されていたフィードバックでは、Excel 形式のファイルをLIFE画面上からダウンロードする方
 法で提供されていましたが、令和 6年度版フィードバックではブラウザ上で閲覧する方法に変更されました。
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 　全国値について、都道府県、要介護等により類似した状態の介護施設・事業所又は利用者のデータに絞り込む
 ことができるようになりました。絞り込み条件は複数組み合わせることが可能です。
 　全国値の絞り込みを行う項目は以下の通りです。なお、絞り込み項目の具体的な内容については、P.25～28に
 お示ししています。
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ウ　フィードバックサンプル（科学的介護推進体制加算）

　本項では、介護施設・事業所に提供されている科学的介護推進体制加算の事業所フィードバック及び利用者フィード
バックのサンプルを掲載します。

図表 31　フィードバック表示概要
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ウ　フィードバックサンプル（科学的介護推進体制加算）

　本項では、介護施設・事業所に提供されている科学的介護推進体制加算の事業所フィードバック及び利用者フィード
バックのサンプルを掲載します。
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■　事業所フィードバック
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■　利用者フィードバック
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■　利用者フィードバック
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　本項では、管内の介護施設・事業所に対する具体的な支援の内容を紹介します。

① 算定要件等の問い合わせに対する回答
 以下にお示しするフローを参考に、介護施設・事業所より寄せられた問い合わせの内容に応じて、
 回答及び対応を行います。

a LIFE 関連加算の算定要件等に関する問い合わせ
 　算定要件に関する問い合わせがあった場合、厚生労働省より発出される各種通知内容に基づき、
 介護施設・事業所へ回答する、又は通知等の該当箇所を介護施設・事業所へ伝え、確認を促
 します。
 　LIFE 関連加算に関する基本的な考え方は、「科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関す
 る基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和６年３月１５日老老発 
 0315 第４号）に示されており、当該課長通知の内容は、本手引きの第Ⅳ章に掲載しています。
 　また、各加算の算定要件は、「ケアの質の向上に向けた科学的介護情報システム（LIFE）利活用
 の手引き 令和 6 年度介護報酬改定対応版　付録　算定要件」に記載していますので、必要に応じ
 てご参照ください。

b LIFE へ提出を行う情報や提出タイミングに関する問い合わせ
 　LIFE へ提出を行う情報や提出タイミングについて、厚生労働省より発出された「科学的介護情
 報システム（LIFE）関連加算に関する基本的な考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示につ
 いて」（令和６年３月 15日老老発 0315 第４号）に示されています。介護施設・事業所から問い合
 わせがあった場合、本課長通知に基づき回答する、又は該当箇所を介護施設・事業所へ伝え、
 確認を促します。
 　なお、LIFE へデータ登録を行う項目の内容・評価方法や提出頻度等は「ケアの質の向上に向け
 た科学的介護情報システム（LIFE）利活用の手引き」にまとめられています。必要に応じてご活用く
 ださい。

(2) 管内の介護施設・事業所に対する支援

図表 32　問い合わせ内容に応じた回答及び対応

　平成12年度に創設された介護保険制度では、単に介護を要する高齢者の身の回りの世話をするだけ
ではなく、高齢者の尊厳を保持し、自立した日常生活を支援することや、要介護状態等になることの予防、
要介護状態等の軽減・悪化の防止を行うことを理念としています。この理念を踏まえ、各自治体において
は、地域の実情に応じてその地域に住まう高齢者の有する能力に応じて自立した日常生活を営むことが
出来るよう、取組を進めることが求められています。
　その地域に住まう高齢者が自立した日常生活を営むことを実現するためには、介護施設・事業所におい
て質の高いケアを提供することが重要です。LIFEは、介護施設・事業所において提供されるケアの質を
向上させるため、データを活用したケアの見直しや改善を支援することを目的としています。このことか
ら、介護施設・事業所においてLIFEを活用した科学的介護の取組が推進され、データに基づくPDCAサ
イクルが定着することによってケアの質の向上につながることが期待されます。また、より長期的な視点で
は、自治体の管内にLIFEを活用してケアの質の向上に取り組む介護施設・事業所が増加することにより、
地域全体の自立支援・重度化防止等へつながることが考えられます。

　科学的介護を推進する基礎となるのは、全国の介護施設・事業所からLIFEへ提出されるデータです。
ケアの見直しを行う素材の1つとなるフィードバックはこのデータを集計し提供されるため、正確性に欠け
るデータが含まれていれば、適切な解釈に資するフィードバックを提供することができません。また、LIFE
に蓄積されたデータは第三者提供制度を通じて研究者等に提供され、分析によって得られた研究成果
は、将来的に介護現場に還元されることや、フィードバックの充実へ活用されることが考えられますが、信
頼性の担保されないデータでは、研究に大きな支障をきたします。
　これらを踏まえ、科学的介護の推進に当たっては、以下の2点が必要です。
  ・ LIFEに登録されるデータが正しい定義に基づいて評価され、その結果として信頼性のあるデータ
   が蓄積されること
  ・ LIFEに取り組む介護施設・事業所が増加し、より多くの介護施設・事業所においてLIFEのデータ
   項目及びフィードバック情報の活用により、ケアの質の向上に向けたPDCAサイクルが推進される
   こと

　上記の2点を実現するため、自治体が担う役割の例として以下があげられます。
 ① 介護施設・事業所において、LIFEを正しく理解し、適切なデータ登録を行うための支援として、算
   定要件等の問い合わせに対する回答
 ② 管内の介護施設・事業所に対するLIFEの情報周知・普及

Ⅲ. 実践編
(1) LIFEの利活用の推進に向けた自治体の役割
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　本項では、管内の介護施設・事業所に対する具体的な支援の内容を紹介します。
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 　各種マニュアルを確認しても不明点がある場合、LIFE ヘルプデスクへのお問い合わせをご案内
 ください。LIFE Web サイト上部にある「お問い合わせの方へ」からLIFE ヘルプデスクへ問い合わ
 せを行うことができます。
 　介護ソフトから抽出したCSVファイルをLIFEシステムに取り込んだ際に「データの形式が正しく
 ありません」、「ファイルが存在していません」といったエラーが表示される、CSVファイルを取り込ん
 でも様式が「確定」にならないといった場合は、介護ソフトの仕様が原因であることが考えられるた
 め、介護ソフト会社へのお問い合わせをご案内ください。

図表 34　LIFEシステムの操作マニュアルの掲載場所

図表 35　ヘルプデスクへの問い合わせ方法

c フィードバックの読み方や活用に関する問い合わせ
 　LIFEより提供されるフィードバックの活用方法に関する問い合わせが介護施設・事業所からあっ
 た場合、本手引きの「Ⅱ章 (4)フィードバックの活用について」に示す「ア　PDCA サイクルとフィード
 バックの活用」で紹介するプロセスを事業所に伝え、取組を促します。
 　介護施設・事業所において、「PDCA サイクルとフィードバックの活用」で紹介するプロセスの全
 てのステップを実行することが難しい場合、取り組むことが可能な内容から実施することを助言しま
 しょう。例えば、フィードバック活用の第一歩として、自施設・事業所のフィードバックをダウンロードす
 る行動も、フィードバック活用の一環です。
 　なお、フィードバックにおいて過去の時点と直近で値に変化が見られなかったケースには、解釈の
 留意が必要です。値に変化がない理由として、利用者の状態が一定の数値で安定している、取組の
 結果良い状態を維持している、といったように様々な理由が考えられます。値に変化が見られないこ
 とは、介護施設・事業所においてケアの質の向上に向けた取組を行っていないことを意味するので
 はないことにご留意ください。
 　また、フィードバックを確認した結果として、取組を継続するという判断になる場合も想定されます
 ので、計画書等の内容に変更がないことが、ケアの質の向上に向けた取組を行っていないことを意
 味するのではないことにも留意が必要です。

d LIFE の操作方法に関する問い合わせ
 　LIFE の操作方法に関する問い合わせがあった場合、LIFE Web サイト上部にある「操作マニュ
 アル・よくあるご質問等」に掲載されている操作説明書やQ&Aを確認いただくようご案内ください。
 特に LIFE を初めて使用する方には、「初めにお読みください」に含まれる LIFE クイックガイドや
 LIFE 導入ガイドをご紹介ください。各種操作説明書には、LIFE の操作全般について記載されてい
 ます。業務の場面に応じて内容をご確認いただくようご案内ください。「困ったときにお読みください」
 の各種資料には、トラブル時の対応等がまとめられています。「LIFE の導入や操作に関するQ&A」
 はこれまでヘルプデスクに寄せられたお問い合わせ等に基づき、よくある質問とその回答が一覧とし
 てまとめられています。

図表 33　ケアの質の向上に向けた科学的介護情報システム（LIFE）利活用の手引き
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　科学的介護情報システムに関連する各加算の算定については、「指定居宅サービスに要する費用の
額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指
定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平
成12年３月１日老企第36号。以下「訪問通所サービス通知」という。）、「指定居宅サービスに要する費用
の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設
サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成12
年３月８日老企第40号）、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う
実施上の留意事項について」（平成18年３月17日老計発第0317001号、老振発第0317001号、老老
発第0317001号）、「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密
着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい
て」（平成18年３月31日老計発第0331005号、老振発第0331005号、老老発第0331018号）及び
「特別診療費の算定に関する留意事項について」（平成30年４月25日老老発0425第２号）において示し
ているところであるが、今般、事務処理手順及び様式例を以下のとおりお示しする。
　また、本課長通知の発出に伴い、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方
並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月１６日老老発0316第４号）を廃するの
で、御了知の上、各都道府県におかれては、管内市町村、関係 団体、関係機関等にその周知徹底を図る
とともに、その取扱いに当たっては遺漏なきよう期されたい。

記

　第１ 科学的介護情報システム（LIFE）について
　令和３年度より、介護施設・事業所が、介護サービス利用者の状態や行っているケアの計画・内容等を
提出し、入力内容が集計され、当該施設等にフィードバックされる仕組みとして「科学的介護情報システ
ム（Long-term care Information system For Evidence）」（以下「LIFE」という。）の運用を開始
した。令和６年度改定においては、これまでの取組の中で指摘されてきた入力負担等の課題に対応し、さ
らに科学的介護の取組を推進する観点から入力項目の見直し等を行うこととした。
　LIFEの利用申請手続等については、「令和６年度介護報酬改定を踏まえた科学的介護情報システム
（LIFE）の対応について（仮称）」(令和６年３月15日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡)を、データ
提出に当たって、各項目の評価方法等については、「ケアの質の向上に向けたLIFE利活用の手引き令和
６年度改定版（仮称）」（令和６年３月中に公開予定。）を参照されたい。
　ＵＲＬ：https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html

　以下、各加算の算定要件及び留意通知等はすべて厚生労働省ＨＰ9より抜粋。　

Ⅳ. 各種通知文書

(1) 科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的な考え方並びに
　　事務処理手順及び様式例の提示について（老老発 0315 第４号）

*9    厚生労働省ＨＰ「令和6年度介護報酬改定について」2025年3月２８日閲覧　
　　　https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html

② 管内の介護施設・事業所に対する LIFE の情報周知・普及
 　管内の介護施設・事業所に対して、LIFEに関する情報を周知するあるいは LIFEを普及させる
 ために、以下のような観点が考えられます。それぞれにおいて、実際に自治体で実施されている取組
 を紹介します。

 ○ 自治体が主催する研修会等の活用
  LIFE に係る制度や趣旨の理解促進のため、自治体が主催する研修会等にLIFEに関する内
  容を含める。
  【自治体で実施されている取組例】
  ・ 管内の全介護施設・事業所を対象とした研修会において、他の施設・事業所における取
   組や困りごとについて共有している。

 ○ LIFE に係る通知文書類の周知
  介護施設・事業所に情報提供するため、厚生労働省より発出された通知文書類を周知する。
  【自治体で実施されている取組例】
  ・ 介護保険最新情報が発出された際、メールや FAX、Web サイト、自治体の掲示板、情報連
   携ツールを用いて管内の介護施設・事業所へ周知している。
  ・ 自治体のWeb サイトに特設ページを設置し、通知文書類を掲載している。
  ・ 厚生労働省・都道府県より通知文書類が発出された際、関係団体へ周知を行っている。

 ○ LIFE に関するイベントの周知
  厚生労働省や国立長寿医療研究センター等で実施される研修会をはじめとしたイベントを管内
  の介護施設・事業所へ周知する。
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　科学的介護情報システムに関連する各加算の算定については、「指定居宅サービスに要する費用の
額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指
定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平
成12年３月１日老企第36号。以下「訪問通所サービス通知」という。）、「指定居宅サービスに要する費用
の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設
サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成12
年３月８日老企第40号）、「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う
実施上の留意事項について」（平成18年３月17日老計発第0317001号、老振発第0317001号、老老
発第0317001号）、「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密
着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい
て」（平成18年３月31日老計発第0331005号、老振発第0331005号、老老発第0331018号）及び
「特別診療費の算定に関する留意事項について」（平成30年４月25日老老発0425第２号）において示し
ているところであるが、今般、事務処理手順及び様式例を以下のとおりお示しする。
　また、本課長通知の発出に伴い、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方
並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和３年３月１６日老老発0316第４号）を廃するの
で、御了知の上、各都道府県におかれては、管内市町村、関係 団体、関係機関等にその周知徹底を図る
とともに、その取扱いに当たっては遺漏なきよう期されたい。

記

　第１ 科学的介護情報システム（LIFE）について
　令和３年度より、介護施設・事業所が、介護サービス利用者の状態や行っているケアの計画・内容等を
提出し、入力内容が集計され、当該施設等にフィードバックされる仕組みとして「科学的介護情報システ
ム（Long-term care Information system For Evidence）」（以下「LIFE」という。）の運用を開始
した。令和６年度改定においては、これまでの取組の中で指摘されてきた入力負担等の課題に対応し、さ
らに科学的介護の取組を推進する観点から入力項目の見直し等を行うこととした。
　LIFEの利用申請手続等については、「令和６年度介護報酬改定を踏まえた科学的介護情報システム
（LIFE）の対応について（仮称）」(令和６年３月15日厚生労働省老健局老人保健課事務連絡)を、データ
提出に当たって、各項目の評価方法等については、「ケアの質の向上に向けたLIFE利活用の手引き令和
６年度改定版（仮称）」（令和６年３月中に公開予定。）を参照されたい。
　ＵＲＬ：https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000198094_00037.html

　以下、各加算の算定要件及び留意通知等はすべて厚生労働省ＨＰ9より抜粋。　

Ⅳ. 各種通知文書

(1) 科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的な考え方並びに
　　事務処理手順及び様式例の提示について（老老発 0315 第４号）

*9    厚生労働省ＨＰ「令和6年度介護報酬改定について」2025年3月２８日閲覧　
　　　https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html

② 管内の介護施設・事業所に対する LIFE の情報周知・普及
 　管内の介護施設・事業所に対して、LIFEに関する情報を周知するあるいは LIFEを普及させる
 ために、以下のような観点が考えられます。それぞれにおいて、実際に自治体で実施されている取組
 を紹介します。

 ○ 自治体が主催する研修会等の活用
  LIFE に係る制度や趣旨の理解促進のため、自治体が主催する研修会等にLIFEに関する内
  容を含める。
  【自治体で実施されている取組例】
  ・ 管内の全介護施設・事業所を対象とした研修会において、他の施設・事業所における取
   組や困りごとについて共有している。

 ○ LIFE に係る通知文書類の周知
  介護施設・事業所に情報提供するため、厚生労働省より発出された通知文書類を周知する。
  【自治体で実施されている取組例】
  ・ 介護保険最新情報が発出された際、メールや FAX、Web サイト、自治体の掲示板、情報連
   携ツールを用いて管内の介護施設・事業所へ周知している。
  ・ 自治体のWeb サイトに特設ページを設置し、通知文書類を掲載している。
  ・ 厚生労働省・都道府県より通知文書類が発出された際、関係団体へ周知を行っている。

 ○ LIFE に関するイベントの周知
  厚生労働省や国立長寿医療研究センター等で実施される研修会をはじめとしたイベントを管内
  の介護施設・事業所へ周知する。
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   る提出情報に加えて「総論」の診断名についても提出すること。介護老人保健施設及び介護医療
   院において科学的介護推進体制加算（Ⅱ）を算定する場合は、施設サービスにおける科学的介護
   推進体制加算（Ⅰ）における提出情報に加えて「総論」の診断名・服薬情報についても提出すること。10  

   　上記以外の項目（「認知症」や「その他」の任意項目等）についても、必要に応じて提出すること
   が望ましいこと。
   また、提出情報は、利用者ごとに、以下の時点における情報とすること。
    　・ （１）アに係る提出情報は、当該算定開始時における情報
    　・ （１）イに係る提出情報は、当該サービスの利用開始時における情報
    　・ （１）ウに係る提出情報は、前回提出時以降の評価時点の情報
    　・ （１）エに係る提出情報は、当該サービスの利用終了時における情報

 ２　ADL維持等加算
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　利用者等ごとに、評価対象利用開始月及び評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の
   月の翌月10日までに提出すること。
   　なお、情報を提出すべき月においての情報の提出を行っていない事実が生じた場合は、直ちに
   訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなければならないこと。

   （２）LIFEへの提出情報について
   　事業所又は施設における利用者等全員について、利用者等のＡＤＬ値（厚生労働大臣が定める 
   基準（平成27年厚生労働省告示第95号）第16号の２イ（２）のＡＤＬ値をいう。）、別紙様式１（科
   学的介護推進に関する評価（通所・居住サービス））にある「基本情報」、及び「初月対象又は６月
   後対象の該当」を、やむを得ない場合を除き、提出すること。
   　ただし、評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目にサービスの利用がない場合について
   は、当該サービスの利用があった最終の月の情報を提出すること。

 ３　個別機能訓練加算（Ⅱ）・（Ⅲ）
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　利用者等ごとに、アからウまでに定める月の翌月10日までに提出すること。
   　ア 新規に個別機能訓練計画の作成を行った日の属する月
   　イ 個別機能訓練計画の変更を行った日の属する月
   　ウ ア又はイのほか、少なくとも３月に１回

   （２）LIFEへの提出情報について
   　ア 個別機能訓練加算(Ⅱ）においては、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の
     実施及び一体的取組について」別紙様式３―２（生活機能チェックシート）にある「評価
     日」、「要介護度」、「障害高齢者の日常生活自立度」、「認知症高齢者の日常生活自
     立度」、「職種」、「ＡＤＬ」、「ＩＡＤＬ」及び「基本動作」、並びに別紙様式３―３（個別機
     能訓練計画書）にある「作成日」、「要介護度」、「障害高齢者の日常生活自立度」、
     「認知症高齢者の日常生活自立度」、「健康状態・経過（病名及び合併症に限る。）」、
     「個別機能訓練項目（プログラム内容、頻度及び時間に限る。）」の各項目に係る情報
     を提出すること。

*10    「令和６年度介護報酬改定関連通知の正誤等について」（令和６年７月２日老老発 0702 第１号）の内容を反映。

　第２ LIFE への情報提出頻度及び提出情報について
　LIFEへ提出された情報については、利用者又は入所者（以下、「利用者等」という。）単位若しくは事
業所・施設単位で分析され、フィードバックされる。そのため、LIFEへのデータ提出が要件となっている加
算において提出する情報は、フィードバックに活用する観点から、様式の各項目うち、記入者名や自由記
載の箇所等については提出を求めないこととした。また、生年月日等の原則更新がない利用者の基本情
報についても利用者情報登録の内容からデータ連携される。その他、各加算において提出する情報につ
いては、以下を参照されたい。
　また、令和６年度改定においては、入力負担軽減や利便性向上の観点から、LIFEシステムを更改し、令
和６年７月末頃に新システムを運用開始する予定である。令和６年度改定に対応した介護記録ソフトを導
入するために時間を要する等の事情のある場合は、以下の規定にかかわらず、令和６年４月～７月サービ
ス提供分の情報の提出については、令和６年10月10日までに提出することを可能とする。なお、やむを得
ない事情がなく、提出すべき情報を令和６年10月10日までに提出していない場合、算定した当該加算に
ついては、遡り過誤請求を行うこと。

 １　 科学的介護推進体制加算
   （１）LIFE への情報提出頻度について
   　利用者等ごとに、アからエまでに定める月の翌月10日までに提出すること。なお、情報を提出す
   べき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直ちに訪問通所サービス通知第１の５
   の届出を提出しなければならず、事実が生じた月のサービス提供分から情報の提出が行われた月
   の前月までの間について、利用者等全員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の情報
   を５月10日までに提出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分か
   ら算定ができないこととなる。）。
   　ア 本加算の算定を開始しようとする月においてサービスを利用している利用者等（以下
     「既利用者等」という。）については、当該算定を開始しようとする月
   　イ 本加算の算定を開始しようとする月の翌月以降にサービスの利用を開始した利用者等
     （以下「新規利用者等」という。）については、当該サービスの利用を開始した日の属す
     る月（以下、「利用開始月」という。）
   　ウ ア又はイの月のほか、少なくとも３月ごと
   　エ サービスの利用を終了する日の属する月

   　ただし、イの場合であって、月末よりサービスを利用開始した利用者等に係る情報を収集する時
   間が十分確保できない等のやむを得ない場合については、利用開始月の翌々月の10日までに提
   出することとしても差し支えない。その場合、当該利用者等に限り、利用開始月のサービス提供分
   は算定できない。

   （２）LIFE への提出情報について
   　通所サービス、居住サービス及び多機能サービスにおいて科学的介護推進体制加算を算定す
   る場合又は施設サービスにおいて科学的介護推進体制加算（Ⅰ）を算定する場合は、事業所又は
   施設の全ての利用者等について、別紙様式１（科学的介護推進に関する評価（通所・居住サービ
   ス））又は別紙様式２（科学的介護推進に関する評価（施設サービス））にある「基本情報」、「総
   論」、「口腔・栄養」及び「認知症（別紙様式３も含む。）」の任意項目を除く情報を、やむを得ない
   場合を除き提出すること。
   　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び介護老人福祉施設において科学的介護
   推進体制加算（Ⅱ）を算定する場合は、施設サービスにおける科学的介護推進体制加算（Ⅰ）におけ
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   る提出情報に加えて「総論」の診断名についても提出すること。介護老人保健施設及び介護医療
   院において科学的介護推進体制加算（Ⅱ）を算定する場合は、施設サービスにおける科学的介護
   推進体制加算（Ⅰ）における提出情報に加えて「総論」の診断名・服薬情報についても提出すること。10  

   　上記以外の項目（「認知症」や「その他」の任意項目等）についても、必要に応じて提出すること
   が望ましいこと。
   また、提出情報は、利用者ごとに、以下の時点における情報とすること。
    　・ （１）アに係る提出情報は、当該算定開始時における情報
    　・ （１）イに係る提出情報は、当該サービスの利用開始時における情報
    　・ （１）ウに係る提出情報は、前回提出時以降の評価時点の情報
    　・ （１）エに係る提出情報は、当該サービスの利用終了時における情報

 ２　ADL維持等加算
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　利用者等ごとに、評価対象利用開始月及び評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目の
   月の翌月10日までに提出すること。
   　なお、情報を提出すべき月においての情報の提出を行っていない事実が生じた場合は、直ちに
   訪問通所サービス通知第１の５の届出を提出しなければならないこと。

   （２）LIFEへの提出情報について
   　事業所又は施設における利用者等全員について、利用者等のＡＤＬ値（厚生労働大臣が定める 
   基準（平成27年厚生労働省告示第95号）第16号の２イ（２）のＡＤＬ値をいう。）、別紙様式１（科
   学的介護推進に関する評価（通所・居住サービス））にある「基本情報」、及び「初月対象又は６月
   後対象の該当」を、やむを得ない場合を除き、提出すること。
   　ただし、評価対象利用開始月の翌月から起算して６月目にサービスの利用がない場合について
   は、当該サービスの利用があった最終の月の情報を提出すること。

 ３　個別機能訓練加算（Ⅱ）・（Ⅲ）
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　利用者等ごとに、アからウまでに定める月の翌月10日までに提出すること。
   　ア 新規に個別機能訓練計画の作成を行った日の属する月
   　イ 個別機能訓練計画の変更を行った日の属する月
   　ウ ア又はイのほか、少なくとも３月に１回

   （２）LIFEへの提出情報について
   　ア 個別機能訓練加算(Ⅱ）においては、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の
     実施及び一体的取組について」別紙様式３―２（生活機能チェックシート）にある「評価
     日」、「要介護度」、「障害高齢者の日常生活自立度」、「認知症高齢者の日常生活自
     立度」、「職種」、「ＡＤＬ」、「ＩＡＤＬ」及び「基本動作」、並びに別紙様式３―３（個別機
     能訓練計画書）にある「作成日」、「要介護度」、「障害高齢者の日常生活自立度」、
     「認知症高齢者の日常生活自立度」、「健康状態・経過（病名及び合併症に限る。）」、
     「個別機能訓練項目（プログラム内容、頻度及び時間に限る。）」の各項目に係る情報
     を提出すること。

*10    「令和６年度介護報酬改定関連通知の正誤等について」（令和６年７月２日老老発 0702 第１号）の内容を反映。

　第２ LIFE への情報提出頻度及び提出情報について
　LIFEへ提出された情報については、利用者又は入所者（以下、「利用者等」という。）単位若しくは事
業所・施設単位で分析され、フィードバックされる。そのため、LIFEへのデータ提出が要件となっている加
算において提出する情報は、フィードバックに活用する観点から、様式の各項目うち、記入者名や自由記
載の箇所等については提出を求めないこととした。また、生年月日等の原則更新がない利用者の基本情
報についても利用者情報登録の内容からデータ連携される。その他、各加算において提出する情報につ
いては、以下を参照されたい。
　また、令和６年度改定においては、入力負担軽減や利便性向上の観点から、LIFEシステムを更改し、令
和６年７月末頃に新システムを運用開始する予定である。令和６年度改定に対応した介護記録ソフトを導
入するために時間を要する等の事情のある場合は、以下の規定にかかわらず、令和６年４月～７月サービ
ス提供分の情報の提出については、令和６年10月10日までに提出することを可能とする。なお、やむを得
ない事情がなく、提出すべき情報を令和６年10月10日までに提出していない場合、算定した当該加算に
ついては、遡り過誤請求を行うこと。

 １　 科学的介護推進体制加算
   （１）LIFE への情報提出頻度について
   　利用者等ごとに、アからエまでに定める月の翌月10日までに提出すること。なお、情報を提出す
   べき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直ちに訪問通所サービス通知第１の５
   の届出を提出しなければならず、事実が生じた月のサービス提供分から情報の提出が行われた月
   の前月までの間について、利用者等全員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の情報
   を５月10日までに提出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分か
   ら算定ができないこととなる。）。
   　ア 本加算の算定を開始しようとする月においてサービスを利用している利用者等（以下
     「既利用者等」という。）については、当該算定を開始しようとする月
   　イ 本加算の算定を開始しようとする月の翌月以降にサービスの利用を開始した利用者等
     （以下「新規利用者等」という。）については、当該サービスの利用を開始した日の属す
     る月（以下、「利用開始月」という。）
   　ウ ア又はイの月のほか、少なくとも３月ごと
   　エ サービスの利用を終了する日の属する月

   　ただし、イの場合であって、月末よりサービスを利用開始した利用者等に係る情報を収集する時
   間が十分確保できない等のやむを得ない場合については、利用開始月の翌々月の10日までに提
   出することとしても差し支えない。その場合、当該利用者等に限り、利用開始月のサービス提供分
   は算定できない。

   （２）LIFE への提出情報について
   　通所サービス、居住サービス及び多機能サービスにおいて科学的介護推進体制加算を算定す
   る場合又は施設サービスにおいて科学的介護推進体制加算（Ⅰ）を算定する場合は、事業所又は
   施設の全ての利用者等について、別紙様式１（科学的介護推進に関する評価（通所・居住サービ
   ス））又は別紙様式２（科学的介護推進に関する評価（施設サービス））にある「基本情報」、「総
   論」、「口腔・栄養」及び「認知症（別紙様式３も含む。）」の任意項目を除く情報を、やむを得ない
   場合を除き提出すること。
   　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護及び介護老人福祉施設において科学的介護
   推進体制加算（Ⅱ）を算定する場合は、施設サービスにおける科学的介護推進体制加算（Ⅰ）におけ
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  ６ リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ）・（Ⅱ）、理学療法及び作業療法注６並びに言語聴
   覚療法注４に掲げる加算、理学療法及び作業療法注７並びに言語聴覚療法注５に掲げる加算
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ）（Ⅱ）、理学療法注６、作業療法注６及び言
     語聴覚療法注４においては、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一
     体的取組について」別紙様式２―２―１及び２―２―２（リハビリテーション計画書）にある
     「評価日」、「介護度」、「担当職種」、「健康状態、経過（原因疾病及び発症日・受傷日、合併
     症に限る。）」、「日常生活自立度又は認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」、「心身
     機能・構造」、「活動（基本動作）」、「活動（ＡＤＬ）」、「リハビリテーションの終了目安」、「社
     会参加の状況」、及び「要因分析を踏まえた具体的なサービス内容（解決すべき課題、期間
     （月）、具体的支援内容、頻度及び時間に限る。）」の各項目に係る情報を提出すること。
    イ リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ）、理学療法注７、作業療法注７及び言語
     聴覚療法注５においては、栄養マネジメント強化加算及び口腔衛生管理加算(Ⅱ)を算定して
     いることが要件であるため、上記アに加え、８(２)及び10(２）に示す情報を提出していること。
    ウ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。

  ７ 短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）
  　入所者ごとに、ア及びイまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。
    ア 施設に入所した日の属する月
    イ アの月のほか、施設に入所した日の属する月から起算して３月目の月まで、少なくとも１月に１回

   （２）LIFE への提出情報について
   　リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅱ）と同様であるため、６（２）アを参照されたい。

  ８ 栄養マネジメント強化加算
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。
    なお、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直ちに訪問通所サー
   ビス通知第一の５の届出を提出しなければならず、事実が生じた月のサービス提供分から情報の提出
   が行われた月の前月までの間について、利用者全員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の
   情報を５月 10 日までに提出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分か
   ら算定ができないこととなる。）。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 施設における入所者全員について、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施
     及び一体的取組について」別紙様式４―１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセスメン
     ト・モニタリング（施設）（様式例））にある「要介護度」、」「実施日」、「低栄養状態のリスクレ
     ベル」、「低栄養状態のリスク（状況）」、「食生活状況等」、「多職種による栄養ケアの課題
     （低栄養関連問題）」、「総合評価」及び「計画変更」の各項目に係る情報を、やむを得ない
     場合を除き、提出すること。
    イ 経口維持加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定している入所者については、アの情報に加え、同様式にあ

    イ 個別機能訓練加算（Ⅲ)については、栄養マネジメント強化加算及び口腔衛生管理加算
     (Ⅱ)を算定していることが要件であるため、上記アに加え、８(２)及び10(２）に示す情報
     を提出していること。
    ウ 提出情報は、以下の時点における情報とすること。
     ・ （１）ア及びイに係る提出情報は、当該情報の作成又は変更時における情報
     ・ （１）ウに係る提出情報は、前回提出時以降の情報

  ４  リハビリテーションマネジメント加算（ロ）・（ハ）
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
    個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFEへの提出情報について
    ア 通所リハビリテーション及び訪問リハビリテーションにおいてリハビリテーションマネジメ
     ント加算（ロ）を算定する場合については、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口
     腔の実施及び一体的取組について」別紙様式２―２―１及び２―２―２（リハビリテー
     ション計画書）にある「評価日」、「介護度」、「担当職種」、「健康状態、経過（原因疾病
     及び発症日・受傷日、合併症に限る。）」、「障害高齢者の日常生活自立度」、「認知症
     高齢者の日常生活自立度判定基準」、「心身機能・構造」、「活動（基本動作）」、「活動
     （ＡＤＬ）」、「リハビリテーションの終了目安」、「活動（ＩＡＤＬ）」、「社会参加の状況」、
     及び「要因分析を踏まえた具体的なサービス内容（解決すべき課題、期間（月）、具体
     的支援内容、頻度及び時間に限る。）」の各項目に係る情報を提出すること。
    イ また、上記に加えて、訪問リハビリテーションにおいては、診療未実施減算の算定の有
     無と、情報提供を行った事業所外の医師の適切な研修の受講状況について情報を提
     出すること。
    ウ 通所リハビリテーションにおいてリハビリテーションマネジメント加算（ハ）を算定する場
     合は、口腔の健康状態の評価及び栄養アセスメントが必要になることから、上記アに加
     え、以下の情報を提出すること。また、当該加算の算定にかかるリハビリテーションのア
     セスメント、口腔の健康状態の評価及び栄養アセスメント情報の提出においては、当該
     加算を算定している旨の情報も併せて提出すること。
     a 口腔に関しては、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び
      一体的取組について」別紙様式６－４「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔
      に関する問題点等）」の項目。
     b 栄養に関しては、９(２)アに示す項目。
    エ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。

  ５ 介護予防通所・訪問リハビリテーションの12月減算
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFEへの提出情報について
   　リハビリテーションマネジメント加算(ロ)と同様であるため、４(２)アを参照されたい。ただし、介護予防
   訪問リハビリテーションにおいては、上記に加えて、診療未実施減算の算定の有無と、情報提供を行っ
   た事業所外の医師の適切な研修の受講状況について情報を提出すること。
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  ６ リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ）・（Ⅱ）、理学療法及び作業療法注６並びに言語聴
   覚療法注４に掲げる加算、理学療法及び作業療法注７並びに言語聴覚療法注５に掲げる加算
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ）（Ⅱ）、理学療法注６、作業療法注６及び言
     語聴覚療法注４においては、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一
     体的取組について」別紙様式２―２―１及び２―２―２（リハビリテーション計画書）にある
     「評価日」、「介護度」、「担当職種」、「健康状態、経過（原因疾病及び発症日・受傷日、合併
     症に限る。）」、「日常生活自立度又は認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」、「心身
     機能・構造」、「活動（基本動作）」、「活動（ＡＤＬ）」、「リハビリテーションの終了目安」、「社
     会参加の状況」、及び「要因分析を踏まえた具体的なサービス内容（解決すべき課題、期間
     （月）、具体的支援内容、頻度及び時間に限る。）」の各項目に係る情報を提出すること。
    イ リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅰ）、理学療法注７、作業療法注７及び言語
     聴覚療法注５においては、栄養マネジメント強化加算及び口腔衛生管理加算(Ⅱ)を算定して
     いることが要件であるため、上記アに加え、８(２)及び10(２）に示す情報を提出していること。
    ウ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。

  ７ 短期集中リハビリテーション実施加算（Ⅰ）
  　入所者ごとに、ア及びイまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。
    ア 施設に入所した日の属する月
    イ アの月のほか、施設に入所した日の属する月から起算して３月目の月まで、少なくとも１月に１回

   （２）LIFE への提出情報について
   　リハビリテーションマネジメント計画書情報加算（Ⅱ）と同様であるため、６（２）アを参照されたい。

  ８ 栄養マネジメント強化加算
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。
    なお、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直ちに訪問通所サー
   ビス通知第一の５の届出を提出しなければならず、事実が生じた月のサービス提供分から情報の提出
   が行われた月の前月までの間について、利用者全員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の
   情報を５月 10 日までに提出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分か
   ら算定ができないこととなる。）。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 施設における入所者全員について、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施
     及び一体的取組について」別紙様式４―１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセスメン
     ト・モニタリング（施設）（様式例））にある「要介護度」、」「実施日」、「低栄養状態のリスクレ
     ベル」、「低栄養状態のリスク（状況）」、「食生活状況等」、「多職種による栄養ケアの課題
     （低栄養関連問題）」、「総合評価」及び「計画変更」の各項目に係る情報を、やむを得ない
     場合を除き、提出すること。
    イ 経口維持加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）を算定している入所者については、アの情報に加え、同様式にあ

    イ 個別機能訓練加算（Ⅲ)については、栄養マネジメント強化加算及び口腔衛生管理加算
     (Ⅱ)を算定していることが要件であるため、上記アに加え、８(２)及び10(２）に示す情報
     を提出していること。
    ウ 提出情報は、以下の時点における情報とすること。
     ・ （１）ア及びイに係る提出情報は、当該情報の作成又は変更時における情報
     ・ （１）ウに係る提出情報は、前回提出時以降の情報

  ４  リハビリテーションマネジメント加算（ロ）・（ハ）
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
    個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFEへの提出情報について
    ア 通所リハビリテーション及び訪問リハビリテーションにおいてリハビリテーションマネジメ
     ント加算（ロ）を算定する場合については、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口
     腔の実施及び一体的取組について」別紙様式２―２―１及び２―２―２（リハビリテー
     ション計画書）にある「評価日」、「介護度」、「担当職種」、「健康状態、経過（原因疾病
     及び発症日・受傷日、合併症に限る。）」、「障害高齢者の日常生活自立度」、「認知症
     高齢者の日常生活自立度判定基準」、「心身機能・構造」、「活動（基本動作）」、「活動
     （ＡＤＬ）」、「リハビリテーションの終了目安」、「活動（ＩＡＤＬ）」、「社会参加の状況」、
     及び「要因分析を踏まえた具体的なサービス内容（解決すべき課題、期間（月）、具体
     的支援内容、頻度及び時間に限る。）」の各項目に係る情報を提出すること。
    イ また、上記に加えて、訪問リハビリテーションにおいては、診療未実施減算の算定の有
     無と、情報提供を行った事業所外の医師の適切な研修の受講状況について情報を提
     出すること。
    ウ 通所リハビリテーションにおいてリハビリテーションマネジメント加算（ハ）を算定する場
     合は、口腔の健康状態の評価及び栄養アセスメントが必要になることから、上記アに加
     え、以下の情報を提出すること。また、当該加算の算定にかかるリハビリテーションのア
     セスメント、口腔の健康状態の評価及び栄養アセスメント情報の提出においては、当該
     加算を算定している旨の情報も併せて提出すること。
     a 口腔に関しては、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び
      一体的取組について」別紙様式６－４「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔
      に関する問題点等）」の項目。
     b 栄養に関しては、９(２)アに示す項目。
    エ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。

  ５ 介護予防通所・訪問リハビリテーションの12月減算
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFEへの提出情報について
   　リハビリテーションマネジメント加算(ロ)と同様であるため、４(２)アを参照されたい。ただし、介護予防
   訪問リハビリテーションにおいては、上記に加えて、診療未実施減算の算定の有無と、情報提供を行っ
   た事業所外の医師の適切な研修の受講状況について情報を提出すること。

(

1) 

科
学
的
介
護
情
報
シ
ス
テ
ム（LIFE

）関
連
加
算
に
関
す
る
基
本
的
な
考
え
方
並
び
に
事
務
処
理
手
順
及
び
様
式
例
の
提
示
に
つ
い
て（
老
老
発 0315 

第
４
号
）

Ⅳ.各種通知文書 



51

  11 口腔機能向上加算（Ⅱ）及び（Ⅱ）ロ
   （１）LIFE への情報提出頻度について
  　個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」別紙様
     式６－４（口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例））にある「要介護度」、「日常生活
     自立度」、「現在の歯科受診について」、「義歯の使用」、「栄養補給法」、「食事形態」、「誤
     嚥性肺炎の発症・既往」、「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」、
     「口腔機能改善管理計画」及び「実施記録」の各項目に係る情報を提出すること。
    イ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。 

  12 口腔機能向上加算（Ⅱ）イ
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」別紙様
     式６－４（口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例））にある「要介護度・病名等」、
     「日常生活自立度」、「現在の歯科受診について」、「義歯の使用」、「栄養補給法」、「食事
     形態」、「誤嚥性肺炎の発症・既往」、「口腔機能改善管理計画」及び「実施記録」の各項
     目に係る情報を提出すること。
    イ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。

  13 褥瘡マネジメント加算
   （１）LIFE への情報提出頻度について
   　利用者等ごとに、アからウまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。なお、情報を提出すべき
   月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直ちに訪問通所サービス通知第一の５の届出を
   提出しなければならず、事実が生じた月のサービス提供分から情報の提出が行われた月の前月までの
   間について、利用者等全員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の情報を５月 10 日までに
   提出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分から算定ができないこと
   となる。）。
    ア 既利用者等については、当該算定を開始しようとする月
    イ 新規利用者等については、当該サービスの利用を開始した日の属する月
    ウ 褥瘡の発生と関係のあるリスクに係る評価を行った日の属する月（評価は少なくとも３月に１
     回行うものとする。）
   　ただし、イの場合であって、月末よりサービスを利用開始した利用者等に係る情報を収集する時間が
   十分確保できない等のやむを得ない場合については、利用開始月の翌 月々の 10 日までに提出すること
   としても差し支えない。その場合、当該利用者等に限り、利用開始月のサービス提供分は算定できない。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 事業所・施設における利用者等全員について、「指定居宅サービスに要する費用の額の算
     定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定
     施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

     る「摂食・嚥下の課題」、「食事の観察」及び「多職種会議」の各項目に係る情報も提出す
     ること。
    ウ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。

  ９ 栄養アセスメント加算
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　利用者ごとに、ア及びイに定める月の翌月 10 日までに提出すること。 
    ア 栄養アセスメントを行った日の属する月 
    イ アの月のほか、少なくとも３月に１回
   　なお、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直ちに訪問通所サー
   ビス通知第一の５の届出を提出しなければならず、事実が生じた月のサービス提供分から情報の提出
   が行われた月の前月までの間について、利用者全員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の
   情報を５月 10 日までに提出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分か
   ら算定ができないこととなる。）。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 利用者全員について、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取
     組について」別紙様式４－３－１（栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング（通所・居
     宅）（様式例））にある「要介護度」、「実施日」「低栄養状態のリスクレベル」「低栄養状態
     のリスク（状況）」「食生活状況等」「多職種による栄養ケアの課題（低栄養関連問題）」及
     び「総合評価」の各項目に係る情報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。ただし、食
     事の提供を行っていない場合など、「食生活の状況等」及び「多職種による栄養ケアの課
     題（低栄養関連問題）」の各項目に係る情報のうち、事業所で把握できないものまで提出を
     求めるものではないこと。
    イ 提出情報は、利用者ごとに、以下の時点における情報とすること。
     　・ （１）アに係る提出情報は、当該アセスメントの実施時点における情報
     　・ （１）イにおける提出情報は、前回提出時以降における情報

  10 口腔衛生管理加算（Ⅱ）
   （１）LIFE への情報提出頻度について
   　個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定
     施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関
     する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式３又は「指定地域密着型
     サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに
     要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式 
     １（口腔衛生管理加算 様式（実施計画））にある「要介護度」、「日常生活自立度」、「現在の
     歯科受診について」、「義歯の使用」、「栄養補給法」、「食事形態」、「誤嚥性肺炎の発症・
     既往」、「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」、「口腔衛生の管理内
     容（実施目標、実施内容及び実施頻度に限る。）」及び「歯科衛生士が実施した口腔衛生等
     の管理及び介護職員への技術的助言等の内容」の各項目に係る情報を提出すること。
    イ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。
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  11 口腔機能向上加算（Ⅱ）及び（Ⅱ）ロ
   （１）LIFE への情報提出頻度について
  　個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」別紙様
     式６－４（口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例））にある「要介護度」、「日常生活
     自立度」、「現在の歯科受診について」、「義歯の使用」、「栄養補給法」、「食事形態」、「誤
     嚥性肺炎の発症・既往」、「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」、
     「口腔機能改善管理計画」及び「実施記録」の各項目に係る情報を提出すること。
    イ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。 

  12 口腔機能向上加算（Ⅱ）イ
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」別紙様
     式６－４（口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例））にある「要介護度・病名等」、
     「日常生活自立度」、「現在の歯科受診について」、「義歯の使用」、「栄養補給法」、「食事
     形態」、「誤嚥性肺炎の発症・既往」、「口腔機能改善管理計画」及び「実施記録」の各項
     目に係る情報を提出すること。
    イ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。

  13 褥瘡マネジメント加算
   （１）LIFE への情報提出頻度について
   　利用者等ごとに、アからウまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。なお、情報を提出すべき
   月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直ちに訪問通所サービス通知第一の５の届出を
   提出しなければならず、事実が生じた月のサービス提供分から情報の提出が行われた月の前月までの
   間について、利用者等全員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の情報を５月 10 日までに
   提出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分から算定ができないこと
   となる。）。
    ア 既利用者等については、当該算定を開始しようとする月
    イ 新規利用者等については、当該サービスの利用を開始した日の属する月
    ウ 褥瘡の発生と関係のあるリスクに係る評価を行った日の属する月（評価は少なくとも３月に１
     回行うものとする。）
   　ただし、イの場合であって、月末よりサービスを利用開始した利用者等に係る情報を収集する時間が
   十分確保できない等のやむを得ない場合については、利用開始月の翌 月々の 10 日までに提出すること
   としても差し支えない。その場合、当該利用者等に限り、利用開始月のサービス提供分は算定できない。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 事業所・施設における利用者等全員について、「指定居宅サービスに要する費用の額の算
     定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定
     施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に

     る「摂食・嚥下の課題」、「食事の観察」及び「多職種会議」の各項目に係る情報も提出す
     ること。
    ウ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。

  ９ 栄養アセスメント加算
   （１）LIFEへの情報提出頻度について
   　利用者ごとに、ア及びイに定める月の翌月 10 日までに提出すること。 
    ア 栄養アセスメントを行った日の属する月 
    イ アの月のほか、少なくとも３月に１回
   　なお、情報を提出すべき月について情報の提出を行えない事実が生じた場合、直ちに訪問通所サー
   ビス通知第一の５の届出を提出しなければならず、事実が生じた月のサービス提供分から情報の提出
   が行われた月の前月までの間について、利用者全員について本加算を算定できないこと（例えば、４月の
   情報を５月 10 日までに提出を行えない場合は、直ちに届出の提出が必要であり、４月サービス提供分か
   ら算定ができないこととなる。）。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 利用者全員について、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取
     組について」別紙様式４－３－１（栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング（通所・居
     宅）（様式例））にある「要介護度」、「実施日」「低栄養状態のリスクレベル」「低栄養状態
     のリスク（状況）」「食生活状況等」「多職種による栄養ケアの課題（低栄養関連問題）」及
     び「総合評価」の各項目に係る情報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。ただし、食
     事の提供を行っていない場合など、「食生活の状況等」及び「多職種による栄養ケアの課
     題（低栄養関連問題）」の各項目に係る情報のうち、事業所で把握できないものまで提出を
     求めるものではないこと。
    イ 提出情報は、利用者ごとに、以下の時点における情報とすること。
     　・ （１）アに係る提出情報は、当該アセスメントの実施時点における情報
     　・ （１）イにおける提出情報は、前回提出時以降における情報

  10 口腔衛生管理加算（Ⅱ）
   （１）LIFE への情報提出頻度について
   　個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定
     施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関
     する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式３又は「指定地域密着型
     サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに
     要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式 
     １（口腔衛生管理加算 様式（実施計画））にある「要介護度」、「日常生活自立度」、「現在の
     歯科受診について」、「義歯の使用」、「栄養補給法」、「食事形態」、「誤嚥性肺炎の発症・
     既往」、「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」、「口腔衛生の管理内
     容（実施目標、実施内容及び実施頻度に限る。）」及び「歯科衛生士が実施した口腔衛生等
     の管理及び介護職員への技術的助言等の内容」の各項目に係る情報を提出すること。
    イ 提出情報の時点は、個別機能訓練加算（Ⅱ）と同様であるため、３（２）ウを参照されたい。
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   （２）LIFE への提出情報について
    ア 施設における入所者全員について、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する
     基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービ
     ス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別
     紙様式７又は「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定
     地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施
     上の留意事項について」別紙様式７（自立支援促進に関する評価・支援計画書）にある「基
     本情報」、「現状の評価」及び「支援実績」、「支援計画」の自由記載を除く各項目に係る情
     報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。
    イ 提出情報の時点は、褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（２）ウを参照されたい。

  17 かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）
   （１）LIFE への情報提出頻度について
    入所者ごとに、アからエまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。
    ア 施設に入所した日の属する月
    イ 処方内容に変更が生じた日の属する月
    ウ ア又はイの月のほか、少なくとも３月に１回
    エ 施設を退所する日の属する月

  （２）LIFE への提出情報について
    ア 入所期間が３月以上であると見込まれる入所者について、（１）ア、ウ及びエの月においては
     「診断名」及び「処方薬剤名（１日用量含む）」の情報をいずれも、（１）イの月においてはこれ
     らの情報に加え、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所
     サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費
     用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式９（薬剤
     変更等に係る情報提供書）にある「変更・減薬・減量の別」及び「変更・減薬・減量理由」の
     各項目に係る情報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。
    イ 提出情報は、以下の時点における情報とすること。
     　・ （１）アに係る提出情報は、当該入所時における情報
     　・ （１）イに係る提出情報は、当該変更時における情報
     　・ （１）ウに係る提出情報は、前回提出時以降における情報
     　・ （１）エに係る提出情報は、当該退所時における情報

  18 薬剤管理指導の注２の加算
   （１）LIFE への情報提出頻度について
   　入所者ごとに、アからエまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。
    ア 本加算の算定を開始しようとする月において施設に入所している入所者については、当該
     算定を開始しようとする月
    イ 本加算の算定を開始しようとする月の翌月以降に施設に入所した入所者については、当該
     施設に入所した日の属する月
    ウ 処方内容に変更が生じた日の属する月
    エ ア、イ又はウの月のほか、少なくとも３月に１回

     ついて」別紙様式５又は「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準
     及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に
     伴う実施上の留意事項について」別紙様式５（褥瘡対策に関するスクリーニング・ケア計画
     書）にある「基本情報」、「褥瘡の有無」及び「危険因子の評価」の各項目に係る情報を、や
     むを得ない場合を除き、提出すること。
    イ 褥瘡がある利用者等については、同様式にある「褥瘡の状態の評価」及び「褥瘡ケア計
     画」の自由記載を除く情報も提出すること。
    ウ 提出情報は、利用者等ごとに、以下の時点における情報とすること。
     　・ （１）アに係る提出情報は、介護記録等に基づき、既利用者等ごとの利用開始時又
      は施設入所時における評価の情報及び当該算定開始時における情報
     　・ （１）イに係る提出情報は、当該サービスの利用開始時における情報
     　・ （１）ウに係る提出情報は、当該評価時における情報

  14 褥瘡対策指導管理（Ⅱ）
   （１）LIFE への情報提出頻度について
   　褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 「特別診療費の算定に関する留意事項について」別添様式３（褥瘡対策に関する診療計画
     書）にある「基本情報」、「褥瘡の有無」及び「危険因子の評価」の各項目に係る情報を、や
     むを得ない場合を除き、提出すること。
    イ また、褥瘡がある入所者については、同様式にある「褥瘡の状態の評価」及び「看護計画」
     の自由記載を除く情報も提出すること。
    ウ 提出情報の時点は、褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（２）ウを参照されたい。

  15 排せつ支援加算
   （１）LIFE への情報提出頻度について
    褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 事業所・施設における利用者等全員について、「指定居宅サービスに要する費用の額の算
     定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定
     施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に
     ついて」別紙様式６又は「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準
     及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に
     伴う実施上の留意事項について」別紙様式６（排せつの状態に関するスクリーニング・支援
     計画書）にある「基本情報」、「排せつの状態」、「排せつ支援に係る取組」、「排せつに関す
     る支援の必要性」の各項目に係る情報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。
    イ 提出情報の時点は、褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（２）ウを参照されたい。

  16 自立支援促進加算
   （１）LIFE への情報提出頻度について
    褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（１）を参照されたい。
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   （２）LIFE への提出情報について
    ア 施設における入所者全員について、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する
     基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービ
     ス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別
     紙様式７又は「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定
     地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施
     上の留意事項について」別紙様式７（自立支援促進に関する評価・支援計画書）にある「基
     本情報」、「現状の評価」及び「支援実績」、「支援計画」の自由記載を除く各項目に係る情
     報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。
    イ 提出情報の時点は、褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（２）ウを参照されたい。

  17 かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）
   （１）LIFE への情報提出頻度について
    入所者ごとに、アからエまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。
    ア 施設に入所した日の属する月
    イ 処方内容に変更が生じた日の属する月
    ウ ア又はイの月のほか、少なくとも３月に１回
    エ 施設を退所する日の属する月

  （２）LIFE への提出情報について
    ア 入所期間が３月以上であると見込まれる入所者について、（１）ア、ウ及びエの月においては
     「診断名」及び「処方薬剤名（１日用量含む）」の情報をいずれも、（１）イの月においてはこれ
     らの情報に加え、「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所
     サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費
     用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」別紙様式９（薬剤
     変更等に係る情報提供書）にある「変更・減薬・減量の別」及び「変更・減薬・減量理由」の
     各項目に係る情報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。
    イ 提出情報は、以下の時点における情報とすること。
     　・ （１）アに係る提出情報は、当該入所時における情報
     　・ （１）イに係る提出情報は、当該変更時における情報
     　・ （１）ウに係る提出情報は、前回提出時以降における情報
     　・ （１）エに係る提出情報は、当該退所時における情報

  18 薬剤管理指導の注２の加算
   （１）LIFE への情報提出頻度について
   　入所者ごとに、アからエまでに定める月の翌月 10 日までに提出すること。
    ア 本加算の算定を開始しようとする月において施設に入所している入所者については、当該
     算定を開始しようとする月
    イ 本加算の算定を開始しようとする月の翌月以降に施設に入所した入所者については、当該
     施設に入所した日の属する月
    ウ 処方内容に変更が生じた日の属する月
    エ ア、イ又はウの月のほか、少なくとも３月に１回

     ついて」別紙様式５又は「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準
     及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に
     伴う実施上の留意事項について」別紙様式５（褥瘡対策に関するスクリーニング・ケア計画
     書）にある「基本情報」、「褥瘡の有無」及び「危険因子の評価」の各項目に係る情報を、や
     むを得ない場合を除き、提出すること。
    イ 褥瘡がある利用者等については、同様式にある「褥瘡の状態の評価」及び「褥瘡ケア計
     画」の自由記載を除く情報も提出すること。
    ウ 提出情報は、利用者等ごとに、以下の時点における情報とすること。
     　・ （１）アに係る提出情報は、介護記録等に基づき、既利用者等ごとの利用開始時又
      は施設入所時における評価の情報及び当該算定開始時における情報
     　・ （１）イに係る提出情報は、当該サービスの利用開始時における情報
     　・ （１）ウに係る提出情報は、当該評価時における情報

  14 褥瘡対策指導管理（Ⅱ）
   （１）LIFE への情報提出頻度について
   　褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 「特別診療費の算定に関する留意事項について」別添様式３（褥瘡対策に関する診療計画
     書）にある「基本情報」、「褥瘡の有無」及び「危険因子の評価」の各項目に係る情報を、や
     むを得ない場合を除き、提出すること。
    イ また、褥瘡がある入所者については、同様式にある「褥瘡の状態の評価」及び「看護計画」
     の自由記載を除く情報も提出すること。
    ウ 提出情報の時点は、褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（２）ウを参照されたい。

  15 排せつ支援加算
   （１）LIFE への情報提出頻度について
    褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（１）を参照されたい。

   （２）LIFE への提出情報について
    ア 事業所・施設における利用者等全員について、「指定居宅サービスに要する費用の額の算
     定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定
     施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項に
     ついて」別紙様式６又は「指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準
     及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に
     伴う実施上の留意事項について」別紙様式６（排せつの状態に関するスクリーニング・支援
     計画書）にある「基本情報」、「排せつの状態」、「排せつ支援に係る取組」、「排せつに関す
     る支援の必要性」の各項目に係る情報を、やむを得ない場合を除き、提出すること。
    イ 提出情報の時点は、褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（２）ウを参照されたい。

  16 自立支援促進加算
   （１）LIFE への情報提出頻度について
    褥瘡マネジメント加算と同様であるので、13（１）を参照されたい。
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No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

　本項では、厚生労働省より発出された「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ」に含まれるQ&Aの
うち、LIFEに関連するものを掲載しています。

■ 掲載するQ&A の一覧
質問内容

リハビリテーションマネジメント加算(ハ)を算定した翌月に、栄養アセスメ
ント加算を算定する場合、LIFE へのデータ提出は必要か。

医療保険から介護保険のリハビリテーションに移行する利用者に関し、「リ
ハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につい
て」の別紙様式２－２－１を用いて情報提供を受け、他の要件を満たした場
合、別紙様式２－２－１をリハビリテーション計画書とみなすことができると
されている。別紙様式２－２－１のADLに関する評価項目にはBarthel 
Indexが用いられているが、医療機関から介護施設に提供するにあたり、当
該項目をFIM（Functional Independence Measure）で代替することは
可能か。

月末よりサービスを利用開始した利用者に係る情報について、収集する時
間が十分確保出来ない等のやむを得ない場合については、当該サービス
を利用開始した日の属する月（以下、「利用開始月」という。）の翌々月の10
日までに提出することとしても差し支えないとあるが、利用開始月の翌月
の10日までにデータ提出した場合は利用開始月より算定可能か。

事業所又は施設が加算の算定を開始しようとする月以降の月末にサービ
ス利用開始した利用者がおり、やむを得ず、当該利用者の当該月のデータ
提出が困難な場合、当該利用者以外については算定可能か。

ADL 維持等加算（Ⅱ）について、 ADL 利得が「２以上」から「３以上」へ見直さ
れることとなったが、令和６年３月以前に評価対象期間の届出を行っている
場合であっても、 ADL 維持等加算（Ⅱ）の算定には ADL 利得３以上である
必要があるか。

排尿又は排便状態が一部介助から見守り等に変わった場合は、排せつの状
態の改善と評価してよいか。

令和６年度介護報酬改定において、介護予防訪問・通所リハビリテーション
の利用が12月を超えた際の減算（12月減算）について、減算を行わない場
合の要件が新設されたが、令和６年度６月１日時点で12月減算の対象とな
る利用者がいる場合、いつの時点で要件を満たしていればよいのか。

介護予防訪問・通所リハビリテーションの利用が12月を超えた際の減算
（12月減算）を行わない場合の要件について、いつの時点で要件を満たし
ていれば、当初から減算を行わないことができるのか。

リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の一体的取組について、リハ
ビリテーションマネジメント計画書情報加算のⅠ、理学療法の注７､作業療法
の注７､言語聴覚療法の注５、個別機能訓練加算のⅢ及びリハビリテーショ
ンマネジメント加算のハにより評価されているが、当該加算を算定する場
合の科学的介護情報システム（LIFE）へのデータ提出方法如何。

「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につ
いて」の別紙様式１－１、１－２、１－３及び１－４が示されたが、当該様式を用い
て利用者の情報を記録した場合、科学的介護情報システム（LIFE）への入
力項目との対応はどうなっているのか。

要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出するこ
と」とされていれるが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。

対象サービス

通所リハビリテーション

通所リハビリテーション
介護予防通所リハビリテー
ション
訪問リハビリテーション
介護予防訪問リハビリテー
ション

全サービス共通

全サービス共通

介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護医療院
地域密着型介護老人福祉
施設
看護小規模多機能型居宅
介護

介護予防訪問リハビリテー
ション
介護予防通所リハビリテー
ション

介護予防訪問リハビリテー
ション
介護予防通所リハビリテー
ション

通所リハビリテーション
施設系サービス

通所リハビリテーション
施設系サービス

通所系・居住系サービス
施設サービス

対象加算/様式

栄養アセスメント加算

リハビリテーション計画書

科学的介護推進体制加算
自立支援促進加算
褥瘡マネジメント加算、褥
瘡対策指導管理（Ⅱ）
排せつ支援加算

科学的介護推進体制加算
自立支援促進加算
褥瘡マネジメント加算、褥
瘡対策指導管理（Ⅱ）
排せつ支援加算

ADL維持等加算について

排せつ支援加算

12月減算

12月減算

リハビリテーション（個別機
能訓練）・栄養・口腔に係る
実施計画書

リハビリテーション（個別機
能訓練）・栄養・口腔に係る
実施計画書

－

 (2) 令和6年度介護報酬改定に関するQ&A

通所介護
地域密着型通所介護
認知症対応型通所介護
特定施設入居者生活介護
地域密着型特定施設入居
者生活介護
介護老人福祉施設
地域密着型介護老人福祉
施設

   （２）LIFE への提出情報について
    ア （１）ア、イ及びエの月においては「診断名」及び「処方薬剤名（１日用量含む）」の情報をい
     ずれも、（１）ウの月においてはこれらの情報に加え、「指定居宅サービスに要する費用の額
     の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び
     指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意
     事項について」別紙様式９（薬剤変更等に係る情報提供書）にある「変更・減薬・減量の別」
     及び「変更・減薬・減量理由」の各項目に係る情報を提出すること。
    イ 提出情報は、以下の時点における情報とすること。
     　・ アに係る提出情報は、当該算定を開始しようとする月時点における情報及び当該
      者の施設入所時における情報
     　・ （１）イに係る提出情報は、当該入所時における情報
     　・ （１）ウに係る提出情報は、当該変更時における情報
     　・ （１）エに係る提出情報は、前回提出時以降における情報(
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No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

　本項では、厚生労働省より発出された「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ」に含まれるQ&Aの
うち、LIFEに関連するものを掲載しています。

■ 掲載するQ&A の一覧
質問内容

リハビリテーションマネジメント加算(ハ)を算定した翌月に、栄養アセスメ
ント加算を算定する場合、LIFE へのデータ提出は必要か。

医療保険から介護保険のリハビリテーションに移行する利用者に関し、「リ
ハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につい
て」の別紙様式２－２－１を用いて情報提供を受け、他の要件を満たした場
合、別紙様式２－２－１をリハビリテーション計画書とみなすことができると
されている。別紙様式２－２－１のADLに関する評価項目にはBarthel 
Indexが用いられているが、医療機関から介護施設に提供するにあたり、当
該項目をFIM（Functional Independence Measure）で代替することは
可能か。

月末よりサービスを利用開始した利用者に係る情報について、収集する時
間が十分確保出来ない等のやむを得ない場合については、当該サービス
を利用開始した日の属する月（以下、「利用開始月」という。）の翌々月の10
日までに提出することとしても差し支えないとあるが、利用開始月の翌月
の10日までにデータ提出した場合は利用開始月より算定可能か。

事業所又は施設が加算の算定を開始しようとする月以降の月末にサービ
ス利用開始した利用者がおり、やむを得ず、当該利用者の当該月のデータ
提出が困難な場合、当該利用者以外については算定可能か。

ADL 維持等加算（Ⅱ）について、 ADL 利得が「２以上」から「３以上」へ見直さ
れることとなったが、令和６年３月以前に評価対象期間の届出を行っている
場合であっても、 ADL 維持等加算（Ⅱ）の算定には ADL 利得３以上である
必要があるか。

排尿又は排便状態が一部介助から見守り等に変わった場合は、排せつの状
態の改善と評価してよいか。

令和６年度介護報酬改定において、介護予防訪問・通所リハビリテーション
の利用が12月を超えた際の減算（12月減算）について、減算を行わない場
合の要件が新設されたが、令和６年度６月１日時点で12月減算の対象とな
る利用者がいる場合、いつの時点で要件を満たしていればよいのか。

介護予防訪問・通所リハビリテーションの利用が12月を超えた際の減算
（12月減算）を行わない場合の要件について、いつの時点で要件を満たし
ていれば、当初から減算を行わないことができるのか。

リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の一体的取組について、リハ
ビリテーションマネジメント計画書情報加算のⅠ、理学療法の注７､作業療法
の注７､言語聴覚療法の注５、個別機能訓練加算のⅢ及びリハビリテーショ
ンマネジメント加算のハにより評価されているが、当該加算を算定する場
合の科学的介護情報システム（LIFE）へのデータ提出方法如何。

「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組につ
いて」の別紙様式１－１、１－２、１－３及び１－４が示されたが、当該様式を用い
て利用者の情報を記録した場合、科学的介護情報システム（LIFE）への入
力項目との対応はどうなっているのか。

要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出するこ
と」とされていれるが、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。

対象サービス

通所リハビリテーション

通所リハビリテーション
介護予防通所リハビリテー
ション
訪問リハビリテーション
介護予防訪問リハビリテー
ション

全サービス共通

全サービス共通

介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護医療院
地域密着型介護老人福祉
施設
看護小規模多機能型居宅
介護

介護予防訪問リハビリテー
ション
介護予防通所リハビリテー
ション

介護予防訪問リハビリテー
ション
介護予防通所リハビリテー
ション

通所リハビリテーション
施設系サービス

通所リハビリテーション
施設系サービス

通所系・居住系サービス
施設サービス

対象加算/様式

栄養アセスメント加算

リハビリテーション計画書

科学的介護推進体制加算
自立支援促進加算
褥瘡マネジメント加算、褥
瘡対策指導管理（Ⅱ）
排せつ支援加算

科学的介護推進体制加算
自立支援促進加算
褥瘡マネジメント加算、褥
瘡対策指導管理（Ⅱ）
排せつ支援加算

ADL維持等加算について

排せつ支援加算

12月減算

12月減算

リハビリテーション（個別機
能訓練）・栄養・口腔に係る
実施計画書

リハビリテーション（個別機
能訓練）・栄養・口腔に係る
実施計画書

－

 (2) 令和6年度介護報酬改定に関するQ&A

通所介護
地域密着型通所介護
認知症対応型通所介護
特定施設入居者生活介護
地域密着型特定施設入居
者生活介護
介護老人福祉施設
地域密着型介護老人福祉
施設

   （２）LIFE への提出情報について
    ア （１）ア、イ及びエの月においては「診断名」及び「処方薬剤名（１日用量含む）」の情報をい
     ずれも、（１）ウの月においてはこれらの情報に加え、「指定居宅サービスに要する費用の額
     の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び
     指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意
     事項について」別紙様式９（薬剤変更等に係る情報提供書）にある「変更・減薬・減量の別」
     及び「変更・減薬・減量理由」の各項目に係る情報を提出すること。
    イ 提出情報は、以下の時点における情報とすること。
     　・ アに係る提出情報は、当該算定を開始しようとする月時点における情報及び当該
      者の施設入所時における情報
     　・ （１）イに係る提出情報は、当該入所時における情報
     　・ （１）ウに係る提出情報は、当該変更時における情報
     　・ （１）エに係る提出情報は、前回提出時以降における情報
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【全サービス共通事項】　
○ 科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、褥瘡対策指導管理（Ⅱ）、排せつ
支援加算について
 Q4 : 事業所又は施設が加算の算定を開始しようとする月以降の月末にサービス利用開始した利用者
    がおり、やむを得ず、当該利用者の当該月のデータ提出が困難な場合、当該利用者以外について
    は算定可能か。
 A4 : ・原則として、事業所の利用者全員のデータ提出が求められている上記の加算について、月末にサー
    ビス利用開始した利用者がおり、やむを得ず、当該月の当該利用者に係る情報を LIFE に提出できな
    い場合、その他のサービス利用者についてデータを提出していれば算定できる。
    ・なお、情報の提出が困難であった理由について、介護記 録等に明記しておく必要がある。
    ・ただし、上記の場合や、その他やむを得ない場合（※）を除いて、事業所の利用者全員に係る情報を
    提出していない場合は、加算を算定することができない。
    （※）令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡVol .3 令和３年３月 26 日 問 16 参照。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問172）

【介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、地域密着型介護老人福祉施設、看護小規模多機能
型居宅介護】　
○ADL維持等加算について
 Q5 : ADL 維持等加算（Ⅱ）について、ADL利得が「2以上」から「3以上」へ見直されることとなったが、令
    和6年3月以前に評価対象期間の届出を行っている場合であっても、ADL維持等加算（Ⅱ）の算定
    には ADL 利得3以上である必要があるか。
 A5 : 令和５年４月以降が評価対象期間の始期となっている場合はADL利得が３以上の場合に、ADL維
    持等加算（Ⅱ）を算定することができる。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問176）

【通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション、訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハ
ビリテーション】　
○排せつ支援加算全般について
 Q6 : 排尿又は排便状態が一部介助から見守り等に変わった場合は、排せつの状態の改善と評価して
    よいか。
 A6 : ・よい。
    ・なお、見守り等については、様式に記載されている「評価時点の排せつの状態」の項目において、
    「見守りや声かけ等のみで『排尿・排便』が可能」で「はい」が選択されている場合、見守り等とみなす。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問177）

【介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション】　
○ 12月減算
 Q7 : 令和６年度介護報酬改定において、介護予防訪問・通所リハビリテーションの利用が12月を超え
    た際の減算（12月減算）について、減算を行わない場合の要件が新設されたが、令和６年度６月１
    日時点で12月減算の対象となる利用者がいる場合、いつの時点で要件を満たしていればよい
    のか。
 A7 : 令和６年度介護報酬改定の施行に際し、移行のための措置として、12月減算を行わない場合の要件
    の取扱いは以下の通りとする。
    ・リハビリテーション会議の実施については、令和６年４～６月の間に１回以上リハビリテーション会議を

【通所リハビリテーション】　
○ 栄養アセスメント加算
 Q1 : リハビリテーションマネジメント加算(ハ)を算定した翌月に、栄養アセスメント加算を算定する場
    合、LIFE へのデータ提出は必要か。
 A1 : ・利用者の状況に変化がないと判断される場合、LIFE にデータを提出する必要はない。
    ・ただし、栄養アセスメントを行った日の属する月から少なくとも３月に１回はLIFEにデータを提出する
    こと。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問80）

【通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション、訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハ
ビリテーション】　
○ リハビリテーション計画書について
 Q2 : 医療保険から介護保険のリハビリテーションに移行する利用者に関し、「リハビリテーション・個別
    機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」の別紙様式２－２－１を用いて情報提供を
    受け、他の要件を満たした場合、別紙様式２－２－１をリハビリテーション計画書とみなすことがで
    きるとされている。別紙様式２－２－１の ADL に関する評価項目には Barthel Index が用いられ
    ているが、医療機関から介護施設に提供するにあたり、当該項目を FIM（Functional Indepen
    dence Measure）で代替することは可能か。
 A2 : ・Barthel Index の代替として FIM を用いる場合に限り変更は可能である。ただし、様式の変更に当
    たっては、情報提供をする医師と情報提供を受ける医師との間で事前の合意があることが必要で
    ある。
    ※令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３月 23 日）問 22 の修正。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問8９）

【全サービス共通事項】　
○ 科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、褥瘡対策指導管理（Ⅱ）、排せつ
　支援加算について
 Q3 : 月末よりサービスを利用開始した利用者に係る情報について、収集する時間が十分確保出来な
    い等のやむを得ない場合については、当該サービスを利用開始した日の属する月（以下、「利用開
    始月」という。）の翌々月の10日までに提出することとしても差し支えないとあるが、利用開始月
    の翌月の10日までにデータ提出した場合は利用開始月より算定可能か。
 A3 : ・事業所が該当の加算の算定を開始しようとする月の翌月以降の月の最終週よりサービスの利用を
    開始したなど、サービスの利用開始後に、利用者に係る情報を収集し、サービスの利用を 開始した翌
    月の10日までにデータ提出することが困難な場合は、当該利用者に限っては利用開始月の翌々月の
    10日までに提出することとしても差し支えないとしている。
    ・ただし、加算の算定については LIFE へのデータ提出が要件となっているため、利用開始月の翌月
    の10日までにデータを提出していない場合は、当該利用者に限り当該月の加算の算定はできない。当
    該月の翌 月々の10日までにデータ提出を行った場合は、当該月の翌月より算定が可能。
    ・また、本取扱いについては、月末よりサービスを利用開始した場合に、利用開始月の翌月までにデー
    タ提出し、当該月より加算を算定することを妨げるものではない。
    ・なお、利用開始月の翌月の10日までにデータ提出が困難であった理由について、介護記録等に明記
    しておく必要がある。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問171）
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【全サービス共通事項】　
○ 科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、褥瘡対策指導管理（Ⅱ）、排せつ
支援加算について
 Q4 : 事業所又は施設が加算の算定を開始しようとする月以降の月末にサービス利用開始した利用者
    がおり、やむを得ず、当該利用者の当該月のデータ提出が困難な場合、当該利用者以外について
    は算定可能か。
 A4 : ・原則として、事業所の利用者全員のデータ提出が求められている上記の加算について、月末にサー
    ビス利用開始した利用者がおり、やむを得ず、当該月の当該利用者に係る情報を LIFE に提出できな
    い場合、その他のサービス利用者についてデータを提出していれば算定できる。
    ・なお、情報の提出が困難であった理由について、介護記 録等に明記しておく必要がある。
    ・ただし、上記の場合や、その他やむを得ない場合（※）を除いて、事業所の利用者全員に係る情報を
    提出していない場合は、加算を算定することができない。
    （※）令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆ＡVol .3 令和３年３月 26 日 問 16 参照。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問172）

【介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院、地域密着型介護老人福祉施設、看護小規模多機能
型居宅介護】　
○ADL維持等加算について
 Q5 : ADL 維持等加算（Ⅱ）について、ADL利得が「2以上」から「3以上」へ見直されることとなったが、令
    和6年3月以前に評価対象期間の届出を行っている場合であっても、ADL維持等加算（Ⅱ）の算定
    には ADL 利得3以上である必要があるか。
 A5 : 令和５年４月以降が評価対象期間の始期となっている場合はADL利得が３以上の場合に、ADL維
    持等加算（Ⅱ）を算定することができる。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問176）

【通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション、訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハ
ビリテーション】　
○排せつ支援加算全般について
 Q6 : 排尿又は排便状態が一部介助から見守り等に変わった場合は、排せつの状態の改善と評価して
    よいか。
 A6 : ・よい。
    ・なお、見守り等については、様式に記載されている「評価時点の排せつの状態」の項目において、
    「見守りや声かけ等のみで『排尿・排便』が可能」で「はい」が選択されている場合、見守り等とみなす。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問177）

【介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション】　
○ 12月減算
 Q7 : 令和６年度介護報酬改定において、介護予防訪問・通所リハビリテーションの利用が12月を超え
    た際の減算（12月減算）について、減算を行わない場合の要件が新設されたが、令和６年度６月１
    日時点で12月減算の対象となる利用者がいる場合、いつの時点で要件を満たしていればよい
    のか。
 A7 : 令和６年度介護報酬改定の施行に際し、移行のための措置として、12月減算を行わない場合の要件
    の取扱いは以下の通りとする。
    ・リハビリテーション会議の実施については、令和６年４～６月の間に１回以上リハビリテーション会議を

【通所リハビリテーション】　
○ 栄養アセスメント加算
 Q1 : リハビリテーションマネジメント加算(ハ)を算定した翌月に、栄養アセスメント加算を算定する場
    合、LIFE へのデータ提出は必要か。
 A1 : ・利用者の状況に変化がないと判断される場合、LIFE にデータを提出する必要はない。
    ・ただし、栄養アセスメントを行った日の属する月から少なくとも３月に１回はLIFEにデータを提出する
    こと。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問80）

【通所リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション、訪問リハビリテーション、介護予防訪問リハ
ビリテーション】　
○ リハビリテーション計画書について
 Q2 : 医療保険から介護保険のリハビリテーションに移行する利用者に関し、「リハビリテーション・個別
    機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」の別紙様式２－２－１を用いて情報提供を
    受け、他の要件を満たした場合、別紙様式２－２－１をリハビリテーション計画書とみなすことがで
    きるとされている。別紙様式２－２－１の ADL に関する評価項目には Barthel Index が用いられ
    ているが、医療機関から介護施設に提供するにあたり、当該項目を FIM（Functional Indepen
    dence Measure）で代替することは可能か。
 A2 : ・Barthel Index の代替として FIM を用いる場合に限り変更は可能である。ただし、様式の変更に当
    たっては、情報提供をする医師と情報提供を受ける医師との間で事前の合意があることが必要で
    ある。
    ※令和３年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和３年３月 23 日）問 22 の修正。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問8９）

【全サービス共通事項】　
○ 科学的介護推進体制加算、自立支援促進加算、褥瘡マネジメント加算、褥瘡対策指導管理（Ⅱ）、排せつ
　支援加算について
 Q3 : 月末よりサービスを利用開始した利用者に係る情報について、収集する時間が十分確保出来な
    い等のやむを得ない場合については、当該サービスを利用開始した日の属する月（以下、「利用開
    始月」という。）の翌々月の10日までに提出することとしても差し支えないとあるが、利用開始月
    の翌月の10日までにデータ提出した場合は利用開始月より算定可能か。
 A3 : ・事業所が該当の加算の算定を開始しようとする月の翌月以降の月の最終週よりサービスの利用を
    開始したなど、サービスの利用開始後に、利用者に係る情報を収集し、サービスの利用を 開始した翌
    月の10日までにデータ提出することが困難な場合は、当該利用者に限っては利用開始月の翌々月の
    10日までに提出することとしても差し支えないとしている。
    ・ただし、加算の算定については LIFE へのデータ提出が要件となっているため、利用開始月の翌月
    の10日までにデータを提出していない場合は、当該利用者に限り当該月の加算の算定はできない。当
    該月の翌 月々の10日までにデータ提出を行った場合は、当該月の翌月より算定が可能。
    ・また、本取扱いについては、月末よりサービスを利用開始した場合に、利用開始月の翌月までにデー
    タ提出し、当該月より加算を算定することを妨げるものではない。
    ・なお、利用開始月の翌月の10日までにデータ提出が困難であった理由について、介護記録等に明記
    しておく必要がある。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（令和6年3月15日）問171）
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   各様式等の詳細においては、「ケアの質の向上に向けた科学的介護情報システム（LIFE）利活用の手
   引き」を参照されたい。
   （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.７）（令和6年6月7日）問2）

【通所系サービス、施設系サービス】　
○ リハビリテーション（個別機能訓練）・栄養・口腔に係る実施計画書
 Q10 : 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」の別紙
    様式１－１、１－２、１－３及び１－４が示されたが、当該様式を用いて利用者の情報を記録した場合、
    科学的介護情報システム（LIFE）への入力項目との対応はどうなっているのか。
 A10 : ・以下の表を参照すること。
    なお、各別紙様式とリハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔に係る各加算の様式における詳
    細な対照項目については別紙を参照されたい。

○別紙様式１－１、別紙様式１－２（１枚目）

対応する様式

リハビリテーション計画書

栄養・摂食嚥下スクリーニン
グ・アセスメント・モニタリング

口腔機能向上サービスに関
する計画書

大項目
共通

共通

課題
共通

方針・目標

備考中・小項目
・「リハビリテーションが必要となった原因疾患」
・「発症日・受傷日」
・「合併症」
・「身長」
・「体重」
・「ＢＭＩ」
・「栄養補給法」
・「食事の形態」
・「とろみ」
・「合併症」のうち「うつ病」、「認知症」、「褥瘡」
・「症状」
・選択肢に係る情報
・｢栄養補給法｣
・｢食事の形態｣
・｢現在の歯科受診について｣
・｢義歯の使用｣
・選択肢に係る情報

別紙様式１－１、１－２（１枚目）

対応する様式

リハビリテーション計画書

栄養・摂食嚥下スクリーニン
グ・アセスメント・モニタリング

口腔機能向上サービスに関
する計画書

大項目
評価時の状態

具体的支援内容

評価時の状態

具体的支援内容
評価時の状態
具体的支援内容

備考
※小項目「基本動作」「Ａ
ＤＬ」｢ＩＡＤＬ｣においては、
各項目の評価を要する。

※小項目｢３％以上の体重
減 少 ｣ に つ い て は 、 
１ ヶ月、３ヶ月、６ヶ月の各評
価の結果を要する。

中・小項目
・「リハビリテーション」の列に示す事項

・「リハビリテーション」の列に示す事項

・「栄養」の列に示す事項

・「栄養」の列に示す事項
・「口腔」の列に示す事項
・「口腔」の列に示す事項

別紙様式１－１、別紙様式１－２（２枚目）

○別紙様式１－３、１－４（１枚目） ※口腔・栄養は１－１、１－２と同様
対応する様式

個別機能訓練計画書
大項目

共通
備考中・小項目

・「個別機能訓練が必要となった原因疾患」
・「発症日・受傷日」
・「合併症」

別紙様式１－３、別紙様式１－４（１枚目）

○別紙様式１－１、別紙様式１－２（2枚目）

    開催していれば、要件を満たすこととする。
    ・厚生労働省へのLIFEを用いたデータ提出については、LIFEへの登録が令和６年８月１日以降に可
    能となることから、令和６年７月10日までにデータ提出のための評価を行い、遡り入力対象期間内に
    データ提出を行っていれば、要件を満たすこととする。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（令和6年3月19日）問11）

【介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション】　
○ 12月減算
 Q8 : 介護予防訪問・通所リハビリテーションの利用が12月を超えた際の減算（12月減算）を行わない
    場合の要件について、いつの時点で要件を満たしていれば、当初から減算を行わないことができ
    るのか。
 A8 : ・リハビリテーション会議については、減算の適用が開始される月(12月を超えた日の属する月)にリハ
    ビリテーション会議を行い、継続の必要性について検討した場合に要件を満たす。
    ・厚生労働省へのLIFEを用いたデータ提出については、減算の適用が開始される月の翌月10日まで
    にデータを提出した場合に要件を満たす。

【通所リハビリテーション、施設系サービス】　
○ リハビリテーション（個別機能訓練）・栄養・口腔に係る実施計画書
 Q9 : リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の一体的取組について、リハビリテーションマネジ
    メント計画書情報加算のⅠ、理学療法の注７､作業療法の注７､言語聴覚療法の注５、個別機能訓練
    加算のⅢ及びリハビリテーションマネジメント加算のハにより評価されているが、当該加算を算定
    する場合の科学的介護情報システム（LIFE）へのデータ提出方法如何。
 A9 : ・LIFEへのデータ提出は、介護記録ソフト等を使用して作成したCSVファイルを用いたインポート
    機能を使用するか、LIFE上での直接入力を行うこととなる。
    なお、下記に記載の左欄の加算を算定する場合に、右欄の様式に対応するデータを提出することに
    留意する。

加算名
リハビリテーションマネジメント加算 のハ

リハビリテーションマネジメント計画書情報加算の
Ⅰ、理学療法の注７､作業療法の注７､言語聴覚療法の
注５

個別機能訓練加算のⅢ

データ提出に対応する様式
別紙様式２－２－１及び２－２－２（リハビリテーション計画書）
別紙様式４－３－１（栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング（通
所・居宅）（様式例））
別紙様式６－４（口腔機能向上サービスに関する計画書）のうち、｢１ 口腔
の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）｣の各項目
別紙様式２－２－１及び別紙様式２－２－２（リハビリテーション計画書）
別紙様式４－１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセスメント・モニタ
リング（施設）（様式例））
「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所
サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サー
ビス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留
意事項について」別紙様式３及び「指定地域密着型サービスに要する費
用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに
要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項
について」別紙様式１（口腔衛生管理加算様式（実施計画）
別紙様式３－２（生活機能チェックシート）、別紙様式３－３（個別機能訓練
計画書）
別紙様式４－１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセスメント・モニタ
リング（施設）（様式例））
「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所
サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サー
ビス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留
意事項について」別紙様式３及び「指定地域密着型サービスに要する費
用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに
要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項
について」別紙様式１（口腔衛生管理加算様式（実施計画））

(
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   各様式等の詳細においては、「ケアの質の向上に向けた科学的介護情報システム（LIFE）利活用の手
   引き」を参照されたい。
   （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.７）（令和6年6月7日）問2）

【通所系サービス、施設系サービス】　
○ リハビリテーション（個別機能訓練）・栄養・口腔に係る実施計画書
 Q10 : 「リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について」の別紙
    様式１－１、１－２、１－３及び１－４が示されたが、当該様式を用いて利用者の情報を記録した場合、
    科学的介護情報システム（LIFE）への入力項目との対応はどうなっているのか。
 A10 : ・以下の表を参照すること。
    なお、各別紙様式とリハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔に係る各加算の様式における詳
    細な対照項目については別紙を参照されたい。

○別紙様式１－１、別紙様式１－２（１枚目）

対応する様式

リハビリテーション計画書

栄養・摂食嚥下スクリーニン
グ・アセスメント・モニタリング

口腔機能向上サービスに関
する計画書

大項目
共通

共通

課題
共通

方針・目標

備考中・小項目
・「リハビリテーションが必要となった原因疾患」
・「発症日・受傷日」
・「合併症」
・「身長」
・「体重」
・「ＢＭＩ」
・「栄養補給法」
・「食事の形態」
・「とろみ」
・「合併症」のうち「うつ病」、「認知症」、「褥瘡」
・「症状」
・選択肢に係る情報
・｢栄養補給法｣
・｢食事の形態｣
・｢現在の歯科受診について｣
・｢義歯の使用｣
・選択肢に係る情報

別紙様式１－１、１－２（１枚目）

対応する様式

リハビリテーション計画書

栄養・摂食嚥下スクリーニン
グ・アセスメント・モニタリング

口腔機能向上サービスに関
する計画書

大項目
評価時の状態

具体的支援内容

評価時の状態

具体的支援内容
評価時の状態
具体的支援内容

備考
※小項目「基本動作」「Ａ
ＤＬ」｢ＩＡＤＬ｣においては、
各項目の評価を要する。

※小項目｢３％以上の体重
減 少 ｣ に つ い て は 、 
１ ヶ月、３ヶ月、６ヶ月の各評
価の結果を要する。

中・小項目
・「リハビリテーション」の列に示す事項

・「リハビリテーション」の列に示す事項

・「栄養」の列に示す事項

・「栄養」の列に示す事項
・「口腔」の列に示す事項
・「口腔」の列に示す事項

別紙様式１－１、別紙様式１－２（２枚目）

○別紙様式１－３、１－４（１枚目） ※口腔・栄養は１－１、１－２と同様
対応する様式

個別機能訓練計画書
大項目

共通
備考中・小項目

・「個別機能訓練が必要となった原因疾患」
・「発症日・受傷日」
・「合併症」

別紙様式１－３、別紙様式１－４（１枚目）

○別紙様式１－１、別紙様式１－２（2枚目）

    開催していれば、要件を満たすこととする。
    ・厚生労働省へのLIFEを用いたデータ提出については、LIFEへの登録が令和６年８月１日以降に可
    能となることから、令和６年７月10日までにデータ提出のための評価を行い、遡り入力対象期間内に
    データ提出を行っていれば、要件を満たすこととする。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（令和6年3月19日）問11）

【介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション】　
○ 12月減算
 Q8 : 介護予防訪問・通所リハビリテーションの利用が12月を超えた際の減算（12月減算）を行わない
    場合の要件について、いつの時点で要件を満たしていれば、当初から減算を行わないことができ
    るのか。
 A8 : ・リハビリテーション会議については、減算の適用が開始される月(12月を超えた日の属する月)にリハ
    ビリテーション会議を行い、継続の必要性について検討した場合に要件を満たす。
    ・厚生労働省へのLIFEを用いたデータ提出については、減算の適用が開始される月の翌月10日まで
    にデータを提出した場合に要件を満たす。

【通所リハビリテーション、施設系サービス】　
○ リハビリテーション（個別機能訓練）・栄養・口腔に係る実施計画書
 Q9 : リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の一体的取組について、リハビリテーションマネジ
    メント計画書情報加算のⅠ、理学療法の注７､作業療法の注７､言語聴覚療法の注５、個別機能訓練
    加算のⅢ及びリハビリテーションマネジメント加算のハにより評価されているが、当該加算を算定
    する場合の科学的介護情報システム（LIFE）へのデータ提出方法如何。
 A9 : ・LIFEへのデータ提出は、介護記録ソフト等を使用して作成したCSVファイルを用いたインポート
    機能を使用するか、LIFE上での直接入力を行うこととなる。
    なお、下記に記載の左欄の加算を算定する場合に、右欄の様式に対応するデータを提出することに
    留意する。

加算名
リハビリテーションマネジメント加算 のハ

リハビリテーションマネジメント計画書情報加算の
Ⅰ、理学療法の注７､作業療法の注７､言語聴覚療法の
注５

個別機能訓練加算のⅢ

データ提出に対応する様式
別紙様式２－２－１及び２－２－２（リハビリテーション計画書）
別紙様式４－３－１（栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング（通
所・居宅）（様式例））
別紙様式６－４（口腔機能向上サービスに関する計画書）のうち、｢１ 口腔
の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）｣の各項目
別紙様式２－２－１及び別紙様式２－２－２（リハビリテーション計画書）
別紙様式４－１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセスメント・モニタ
リング（施設）（様式例））
「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所
サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サー
ビス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留
意事項について」別紙様式３及び「指定地域密着型サービスに要する費
用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに
要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項
について」別紙様式１（口腔衛生管理加算様式（実施計画）
別紙様式３－２（生活機能チェックシート）、別紙様式３－３（個別機能訓練
計画書）
別紙様式４－１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセスメント・モニタ
リング（施設）（様式例））
「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所
サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サー
ビス等に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留
意事項について」別紙様式３及び「指定地域密着型サービスに要する費
用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに
要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項
について」別紙様式１（口腔衛生管理加算様式（実施計画））
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No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9
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11

　本項に掲載するQ&Aは、「ケアの質の向上に向けた科学的介護情報システム（LIFE）利活用の手引
き」より抜粋しています。

■ 掲載するQ&A の一覧 
     【加算共通】

     【加算別】

質問内容

データの提出期限については、各月に評価したデータを翌月 10 日までに提出することになってい
ますが、評価月の１日から10日までの期間にデータ提出を行ってもよいでしょうか。

利用者の保険者番号又は被保険者番号に変更があった場合、当該利用者の様式情報を入力するた
めには、新たに利用者情報を登録する必要がありますが、データの提出時期はどのように考えればよ
いでしょうか。

利用者が要介護度の区分変更申請を行っている場合、どのようにデータ提出すればよいでしょうか。

利用者が要介護認定の申請を行っている場合に要介護度が確定した後に、遡っての算定（月遅れで
の請求）を行ってよいでしょうか。

既に LIFE に登録した利用者の要介護度が要介護から要支援に変更となった場合、あるいは要支援
から要介護に変更となった場合、どのように入力すればよいでしょうか。

データの提出に当たって、様式情報をまとめて入力しなくてもよいでしょうか。例えば、科学的介護推
進体制加算について、総論をいったん提出し、翌月10日までに残りの項目を提出しても良いでしょ
うか。

LIFEにおいて、入力したい内容が、各項目の選択肢から見つけられない場合には、どのように入力す
ればよいでしょうか。

必要な情報を記入し提出期日までに提出した様式を、提出後に修正した場合、履歴には初回確定日
と最終更新日付のみが残ることになりますが、提出期日までに提出したと判断してよいでしょうか。

LIFE 関連加算の要件において、事業所又は施設における利用者又は入所者全員を対象として、入所
者ごとにデータ提出を提出することとしている加算があります。こうした加算について、例えば、通所
リハビリテーションと介護予防通所リハビリテーションを提供している事業所において、通所リハビリ
テーションのみで科学的介護推進体制加算を算定する場合には、介護予防通所リハビリテーション
の利用者のデータも提出しなければならないでしょうか。

LIFE 関連加算の要件において、少なくとも３月に１回の頻度で評価の見直しやデータの提出が求め
られていますが、３月というのは日数換算（90日）ではなく、月単位で考えればよいでしょうか。

少なくとも３月に１回データを提出する月の考え方について、例えば、4月28日～ 7月28日まで
の期間で計画を作成し、途中に計画の見直しはなく、7月15日に利用を終了した場合、算定月では
4～ 7月の 4ヶ月となりますが、計画としては3か月未満となります。この場合に7月のデータを提
出しなかった場合、7月の加算算定はできますか。

対象加算/様式

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

  (3) データ提出に関するQ&A

対象加算/様式

科学的介護推進体制加算

科学的介護推進体制加算

ADL維持等加算

栄養マネジメント強化加算・
栄養アセスメント加算

栄養マネジメント強化加算・
栄養アセスメント加算

栄養マネジメント強化加算・
栄養アセスメント加算

質問内容

科学的介護推進体制加算について、利用者が、介護予防通所リハビリテーションから通所リハビリ
テーションに切り替えてサービス利用する場合、当該利用の様式情報を入力するためには、新たに利
用者情報を登録する必要がありますが、データの提出時期はどのように考えればよいでしょうか。

科学的介護推進体制加算については、サービスの利用終了時におけるデータを提出する必要があ
るが、利用予定日に利用がなく、その後も利用がなく、あとから利用終了日が判明した場合には、どの
ようにデータを提出すればよいでしょうか。

評価対象期間中に、６か月未満で利用が終了した利用者のＡＤＬ値はどのように考えればよいで
しょうか。

別紙様式４－１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセスメント・モニタリング（施設）（様式例））
及び別紙様式４－３－１（栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング（通所・居宅）（様式例））
の「栄養補給の状態」の「食事摂取量」について、経管栄養のように経口摂取をしない場合の摂取量
はどのように入力すればよいでしょうか。また、経口摂取をしていない場合、「食事の形態（コード）」
「本人の意欲」「食欲・食事の満足感」「食事に対する意識」はどのように入力すればよいでしょうか。

栄養アセスメント加算については、利用者全員を対象としていますが、昼食をとらずに帰宅する利用
者がいる場合に、どのように入力すればよいでしょうか。

令和６年度介護報酬の改定に伴い栄養ケア・マネジメント等に関する様式例の見直しが行われたが、
LIFE への提出情報について変更等はありますか。

No.

12

13

14

15

16

17

【通所系・居住系サービス、施設サービス共通事項】　
○ 科学的介護情報システム（LIFE）のデータ提出について
 Q11 : 要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされていれる
    が、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。
 A11 : 「やむを得ない場合」とは以下のような状況が含まれると想定される。
    ・通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月において、当該月の中旬に評価を行う予定
    であったが、緊急で月初に入院することとなり、当該利用者について情報の提出ができなかった場合
    ・全身状態が急速に悪化した入所者について、必須項目である体重等が測定できず、一部の情報し
    か提出できなかった場合
    ・システムトラブル等により情報の提出ができなかった場合
    やむを得ない「システムトラブル等」には以下のようなものが含まれる。
    ▶LIFEシステム本体や介護ソフトの不具合等のやむを得ない事情によりデータ提出が困難な場合
    ▶介護ソフトのバージョンアップ（LIFEの仕様に適応したバージョンへの更新）が間に合わないこと
        で期限までのデータ提出が困難な場合
    ▶LIFEシステムにデータを登録・提出するパソコンが故障し、パソコンやデータの復旧が間に合わ
         ない等、データ提出が困難となった場合
    等のやむを得ない場合においては、事業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定する
    ことは可能である。
    ただし、情報の提出が困難であった理由については、介護記録等に明記しておく必要がある。
    ※ 令和３年度報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol. ３）（令和３年３月26日）問16は削除する。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和6年9月27日）問4）

対応する様式

リハビリテーション計画書

栄養・摂食嚥下スクリーニン
グ・アセスメント・モニタリング

口腔機能向上サービスに関
する計画書

大項目
評価時の状態

具体的支援内容

評価時の状態

具体的支援内容
評価時の状態
具体的支援内容

備考
※小項目「基本動作」「Ａ
ＤＬ」｢ＩＡＤＬ｣においては、
各項目毎の評価を要する。

※小項目｢３％以上の体重
減 少 ｣ に つ い て は 、 
１ ヶ月、３ヶ月、６ヶ月の各評
価の結果を要する。

中・小項目
・「リハビリテーション」の列に示す事項

・「リハビリテーション」の列に示す事項

・「栄養」の列に示す事項

・「栄養」の列に示す事項
・「口腔」の列に示す事項
・「口腔」の列に示す事項

対応する様式

個別機能訓練計画書
大項目

共通
備考中・小項目

・「個別機能訓練が必要となった原因疾患」
・「発症日・受傷日」
・「合併症」

別紙様式１－３、別紙様式１－４（１枚目）

（出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol. ７）（令和６年６月７日）問3）

対応する様式

生活機能チェックシート
個別機能訓練計画書

大項目
評価時の状態
具体的支援内容

備考中・小項目
・「個別機能訓練」の列に示す事項
・「個別機能訓練」の列に示す事項

別紙様式１－３、別紙様式１－４（１枚目）

○別紙様式１－３、１－４（１枚目） ※口腔・栄養は１－１、１－２と同様

○別紙様式１－３、１－４（２枚目）※口腔・栄養は１－１、１－２と同様
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　本項に掲載するQ&Aは、「ケアの質の向上に向けた科学的介護情報システム（LIFE）利活用の手引
き」より抜粋しています。

■ 掲載するQ&A の一覧 
     【加算共通】

     【加算別】

質問内容

データの提出期限については、各月に評価したデータを翌月 10 日までに提出することになってい
ますが、評価月の１日から10日までの期間にデータ提出を行ってもよいでしょうか。

利用者の保険者番号又は被保険者番号に変更があった場合、当該利用者の様式情報を入力するた
めには、新たに利用者情報を登録する必要がありますが、データの提出時期はどのように考えればよ
いでしょうか。

利用者が要介護度の区分変更申請を行っている場合、どのようにデータ提出すればよいでしょうか。

利用者が要介護認定の申請を行っている場合に要介護度が確定した後に、遡っての算定（月遅れで
の請求）を行ってよいでしょうか。

既に LIFE に登録した利用者の要介護度が要介護から要支援に変更となった場合、あるいは要支援
から要介護に変更となった場合、どのように入力すればよいでしょうか。

データの提出に当たって、様式情報をまとめて入力しなくてもよいでしょうか。例えば、科学的介護推
進体制加算について、総論をいったん提出し、翌月10日までに残りの項目を提出しても良いでしょ
うか。

LIFEにおいて、入力したい内容が、各項目の選択肢から見つけられない場合には、どのように入力す
ればよいでしょうか。

必要な情報を記入し提出期日までに提出した様式を、提出後に修正した場合、履歴には初回確定日
と最終更新日付のみが残ることになりますが、提出期日までに提出したと判断してよいでしょうか。

LIFE 関連加算の要件において、事業所又は施設における利用者又は入所者全員を対象として、入所
者ごとにデータ提出を提出することとしている加算があります。こうした加算について、例えば、通所
リハビリテーションと介護予防通所リハビリテーションを提供している事業所において、通所リハビリ
テーションのみで科学的介護推進体制加算を算定する場合には、介護予防通所リハビリテーション
の利用者のデータも提出しなければならないでしょうか。

LIFE 関連加算の要件において、少なくとも３月に１回の頻度で評価の見直しやデータの提出が求め
られていますが、３月というのは日数換算（90日）ではなく、月単位で考えればよいでしょうか。

少なくとも３月に１回データを提出する月の考え方について、例えば、4月28日～ 7月28日まで
の期間で計画を作成し、途中に計画の見直しはなく、7月15日に利用を終了した場合、算定月では
4～ 7月の 4ヶ月となりますが、計画としては3か月未満となります。この場合に7月のデータを提
出しなかった場合、7月の加算算定はできますか。

対象加算/様式

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

全加算共通

  (3) データ提出に関するQ&A

対象加算/様式

科学的介護推進体制加算

科学的介護推進体制加算

ADL維持等加算

栄養マネジメント強化加算・
栄養アセスメント加算

栄養マネジメント強化加算・
栄養アセスメント加算

栄養マネジメント強化加算・
栄養アセスメント加算

質問内容

科学的介護推進体制加算について、利用者が、介護予防通所リハビリテーションから通所リハビリ
テーションに切り替えてサービス利用する場合、当該利用の様式情報を入力するためには、新たに利
用者情報を登録する必要がありますが、データの提出時期はどのように考えればよいでしょうか。

科学的介護推進体制加算については、サービスの利用終了時におけるデータを提出する必要があ
るが、利用予定日に利用がなく、その後も利用がなく、あとから利用終了日が判明した場合には、どの
ようにデータを提出すればよいでしょうか。

評価対象期間中に、６か月未満で利用が終了した利用者のＡＤＬ値はどのように考えればよいで
しょうか。

別紙様式４－１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセスメント・モニタリング（施設）（様式例））
及び別紙様式４－３－１（栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング（通所・居宅）（様式例））
の「栄養補給の状態」の「食事摂取量」について、経管栄養のように経口摂取をしない場合の摂取量
はどのように入力すればよいでしょうか。また、経口摂取をしていない場合、「食事の形態（コード）」
「本人の意欲」「食欲・食事の満足感」「食事に対する意識」はどのように入力すればよいでしょうか。

栄養アセスメント加算については、利用者全員を対象としていますが、昼食をとらずに帰宅する利用
者がいる場合に、どのように入力すればよいでしょうか。

令和６年度介護報酬の改定に伴い栄養ケア・マネジメント等に関する様式例の見直しが行われたが、
LIFE への提出情報について変更等はありますか。

No.

12

13

14

15

16

17

【通所系・居住系サービス、施設サービス共通事項】　
○ 科学的介護情報システム（LIFE）のデータ提出について
 Q11 : 要件として定められた情報を「やむを得ない場合を除き、すべて提出すること」とされていれる
    が、「やむを得ない場合」とはどのような場合か。
 A11 : 「やむを得ない場合」とは以下のような状況が含まれると想定される。
    ・通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月において、当該月の中旬に評価を行う予定
    であったが、緊急で月初に入院することとなり、当該利用者について情報の提出ができなかった場合
    ・全身状態が急速に悪化した入所者について、必須項目である体重等が測定できず、一部の情報し
    か提出できなかった場合
    ・システムトラブル等により情報の提出ができなかった場合
    やむを得ない「システムトラブル等」には以下のようなものが含まれる。
    ▶LIFEシステム本体や介護ソフトの不具合等のやむを得ない事情によりデータ提出が困難な場合
    ▶介護ソフトのバージョンアップ（LIFEの仕様に適応したバージョンへの更新）が間に合わないこと
        で期限までのデータ提出が困難な場合
    ▶LIFEシステムにデータを登録・提出するパソコンが故障し、パソコンやデータの復旧が間に合わ
         ない等、データ提出が困難となった場合
    等のやむを得ない場合においては、事業所・施設の利用者又は入所者全員に当該加算を算定する
    ことは可能である。
    ただし、情報の提出が困難であった理由については、介護記録等に明記しておく必要がある。
    ※ 令和３年度報酬改定Ｑ＆Ａ（Vol. ３）（令和３年３月26日）問16は削除する。
    （出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和6年9月27日）問4）

対応する様式

リハビリテーション計画書

栄養・摂食嚥下スクリーニン
グ・アセスメント・モニタリング

口腔機能向上サービスに関
する計画書

大項目
評価時の状態

具体的支援内容

評価時の状態

具体的支援内容
評価時の状態
具体的支援内容

備考
※小項目「基本動作」「Ａ
ＤＬ」｢ＩＡＤＬ｣においては、
各項目毎の評価を要する。

※小項目｢３％以上の体重
減 少 ｣ に つ い て は 、 
１ ヶ月、３ヶ月、６ヶ月の各評
価の結果を要する。

中・小項目
・「リハビリテーション」の列に示す事項

・「リハビリテーション」の列に示す事項

・「栄養」の列に示す事項

・「栄養」の列に示す事項
・「口腔」の列に示す事項
・「口腔」の列に示す事項

対応する様式

個別機能訓練計画書
大項目

共通
備考中・小項目

・「個別機能訓練が必要となった原因疾患」
・「発症日・受傷日」
・「合併症」

別紙様式１－３、別紙様式１－４（１枚目）

（出典：令和6年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol. ７）（令和６年６月７日）問3）

対応する様式

生活機能チェックシート
個別機能訓練計画書

大項目
評価時の状態
具体的支援内容

備考中・小項目
・「個別機能訓練」の列に示す事項
・「個別機能訓練」の列に示す事項

別紙様式１－３、別紙様式１－４（１枚目）

○別紙様式１－３、１－４（１枚目） ※口腔・栄養は１－１、１－２と同様

○別紙様式１－３、１－４（２枚目）※口腔・栄養は１－１、１－２と同様
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対象加算/様式

口腔衛生管理加算（Ⅱ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）・（Ⅱ）イ・
（Ⅱ）ロ

リハビリテーション・個別機能
訓練、栄養、口腔の一体的取組

褥瘡マネジメント加算・褥瘡対
策指導管理（Ⅱ）

排せつ支援加算

かかりつけ医連携薬剤調整加
算（Ⅱ）・薬剤管理指導の注２の
加算

かかりつけ医連携薬剤調整加
算（Ⅱ）・薬剤管理指導の注２の
加算

質問内容

「口腔衛生管理加算　様式（実施計画）」シートの「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問
題点等）」、｢口腔衛生の管理内容｣並びに｢歯科衛生士が実施した口腔衛生等の管理及び介護職員へ
の技術的助言等の内容｣について、複数回分入力する欄がありますが、どのように入力すればよいで
しょうか。

「口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例）」シートの「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔
に関する問題点等）」、｢口腔機能改善管理指導計画｣並びに「実施記録」について、複数回分入力する
欄があるが、どのように入力すればよいでしょうか。

「リハビリテーション・機能訓練、栄養、口腔の一体的取組について」で示されている一体的様式（別
紙様式１－１，１－２）を用いて計画を作成している場合、LIFE の入力項目はどうなるのでしょうか。

褥瘡マネジメント加算について、サービスの利用開始時における情報を提出することとしています
が、当該サービスの利用を再開した場合や当該施設への再入所を前提とした30日未満のサービス
中断後に利用を再開した場合等に、利用開始時の情報は、中断前のサービス利用における開始時と
再開時のどちらの情報を提出すればよいでしょうか。

排せつ支援加算について、サービスの利用開始時における情報を提出することとしていますが、当
該サービスの利用を再開した場合や当該施設への再入所を前提とした 30 日未満のサービス中断
後に利用を再開した場合等に、利用開始時の情報は、中断前のサービス利用における開始時と再開
時のどちらの情報を提出すればよいでしょうか。

薬剤名について、製造販売業者（メーカー）名まで選択することになっているが、入所時の診療情報
提供書にメーカー名が記載されていない等の理由により、メーカー名が分からない場合は、どのよう
に入力すればよいでしょうか。

入所前の薬剤はどのように入力すればよいでしょうか。また、入所前から使用していた薬剤を変更す
る場合に、どのように入力すればよいでしょうか。

No.

18

19

20

21

22

23

24

○ LIFE関連加算の全般に関する事項
 Q1 : データの提出期限については、各月に評価したデータを翌月10日までに提出することになって
    いますが、評価月の１日から10日までの期間にデータ提出を行ってもよいでしょうか。
 A1 : 差し支えありません。例えば、10月1日に施設の利用を開始した方について、11月10日までにデータ
    提出することになりますが、10月1日～10日の間にデータ提出して差し支えありません。

 Q2 : 利用者の保険者番号又は被保険者番号に変更があった場合、当該利用者の様式情報を入力す
    るためには、新たに利用者情報を登録する必要がありますが、データの提出時期はどのように考
    えればよいでしょうか。
 A2 : 例えば、科学的介護推進体制加算については、４月評価分のデータを提出し、５月に保険者番号又
    は被保険者番号が変わった場合には、５月評価分のデータを提出する必要はなく、次は７月評価分
    のデータを提出して差し支えありません。他のLIFE関連加算についても同様です。

 Q3 : 利用者が要介護度の区分変更申請を行っている場合、どのようにデータ提出すればよいでしょ
    うか。
 A3 : 当該利用者については、要介護度が確定し次第、速やかにデータを提出してください。ただし、データ
    の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があります。

 Q4 : 利用者が要介護認定の申請を行っている場合に要介護度が確定した後に、遡っての算定（月遅
    れでの請求）を行ってよいでしょうか。
 A4 : 要介護認定の申請期間中については、算定要件を満たしていれば、遡って算定を行って差し支えあ
    りません。その場合、要介護度が確定し次第、速やかにデータを提出してください。ただし、データの
    提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があります。

 Q5 : 以下のように、既にLIFEに登録した利用者の要介護度が要介護から要支援に変更となった場
    合、あるいは要支援から要介護に変更となった場合、どのように入力すればよいでしょうか。
    ̶新規申請している場合において、暫定の要介護度を要介護（要支援）として入力したが、要支
    援（要介護）に確定した
    ̶区分変更申請を行っている場合において、変更前は要介護（要支援）であったが、要支援（要介
    護）に変更となった
 A5 : 利用者の要介護度が要介護から要支援に変更となった場合、あるいは要支援から要介護に変更と
    なった場合、LIFEにおいて新たに利用者登録が必要です。要介護度が確定する以前に登録された
    データは、要介護度の確定後に登録した新たな利用者情報に紐づけて再度登録してください。

 Q6 : データの提出に当たって、様式情報をまとめて入力しなくてもよいでしょうか。例えば、科学的介
    護推進体制加算について、総論をいったん提出し、翌月10日までに残りの項目を提出しても良
    いでしょうか。
 A6 : 差し支えありませんが、一時保存を利用し、全ての項目を入力してから登録することが望ましいです。

 Q7 : LIFEにおいて、入力したい内容が、各項目の選択肢から見つけられない場合には、どのように入
    力すればよいでしょうか。
 A7 : 未入力で差し支えありません。ただし、評価・把握が必須となっている項目については、当該項目の情
    報を記録及び保管する必要があります。保管に当たっては、紙や電子データ等の形式は問いません。

 Q8 : 必要な情報を記入し提出期日までに提出した様式を、提出後に修正した場合、履歴には初回確
    定日と最終更新日付のみが残ることになりますが、提出期日までに提出したと判断してよいで
    しょうか。
 A8 : 必要な情報を記入し提出期日までに提出していれば、差し支えありません。ただし、提出期日までに
    提出したことについては、記録等により必要に応じて確認できるようにしておく必要があります。

 Q9 : LIFE関連加算の要件において、事業所又は施設における利用者又は入所者全員を対象として、
    入所者ごとにデータ提出を提出することとしている加算があります。こうした加算について、例
    えば、通所リハビリテーションと介護予防通所リハビリテーションを提供している事業所におい
    て、通所リハビリテーションのみで科学的介護推進体制加算を算定する場合には、介護予防通
    所リハビリテーションの利用者のデータも提出しなければならないでしょうか。
 A9 : データ提出の対象となる利用者又は入所者については、サービス毎の利用者又は入所者全員を指
    します。そのため、Ｑ９の例の場合、通所リハビリテーションのみで科学的介護推進体制加算を算定
    するときは、通所リハビリテーションの利用者全員のデータを提出すればよく、介護予防通所リハビリ
    テーションの利用者のデータを提出する必要はありません。

 Q10 : LIFE関連加算の要件において、少なくとも３月に１回の頻度で評価の見直しやデータの提出が求め
    られていますが、３月というのは日数換算（90日）ではなく、月単位で考えればよいでしょうか。
 A10 : ３月は月単位を指します。

 Q11 : 少なくとも３月に１回データを提出する月の考え方について、例えば、4月28日～7月28日まで
    の期間で計画を作成し、途中に計画の見直しはなく、7月15日に利用を終了した場合、算定月で
    は4～7月の4ヶ月となりますが、計画としては3か月未満となります。この場合に7月のデータを
    提出しなかった場合、7月の加算算定はできますか。
 A11 : LIFE関連加算の要件において、少なくとも3月に1回データの提出が求められるため、7月のデータ
    を8月10日までに提出しなかった場合、7月の加算算定はできません。
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対象加算/様式

口腔衛生管理加算（Ⅱ）

口腔機能向上加算（Ⅱ）・（Ⅱ）イ・
（Ⅱ）ロ

リハビリテーション・個別機能
訓練、栄養、口腔の一体的取組

褥瘡マネジメント加算・褥瘡対
策指導管理（Ⅱ）

排せつ支援加算

かかりつけ医連携薬剤調整加
算（Ⅱ）・薬剤管理指導の注２の
加算

かかりつけ医連携薬剤調整加
算（Ⅱ）・薬剤管理指導の注２の
加算

質問内容

「口腔衛生管理加算　様式（実施計画）」シートの「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問
題点等）」、｢口腔衛生の管理内容｣並びに｢歯科衛生士が実施した口腔衛生等の管理及び介護職員へ
の技術的助言等の内容｣について、複数回分入力する欄がありますが、どのように入力すればよいで
しょうか。

「口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例）」シートの「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔
に関する問題点等）」、｢口腔機能改善管理指導計画｣並びに「実施記録」について、複数回分入力する
欄があるが、どのように入力すればよいでしょうか。

「リハビリテーション・機能訓練、栄養、口腔の一体的取組について」で示されている一体的様式（別
紙様式１－１，１－２）を用いて計画を作成している場合、LIFE の入力項目はどうなるのでしょうか。

褥瘡マネジメント加算について、サービスの利用開始時における情報を提出することとしています
が、当該サービスの利用を再開した場合や当該施設への再入所を前提とした30日未満のサービス
中断後に利用を再開した場合等に、利用開始時の情報は、中断前のサービス利用における開始時と
再開時のどちらの情報を提出すればよいでしょうか。

排せつ支援加算について、サービスの利用開始時における情報を提出することとしていますが、当
該サービスの利用を再開した場合や当該施設への再入所を前提とした 30 日未満のサービス中断
後に利用を再開した場合等に、利用開始時の情報は、中断前のサービス利用における開始時と再開
時のどちらの情報を提出すればよいでしょうか。

薬剤名について、製造販売業者（メーカー）名まで選択することになっているが、入所時の診療情報
提供書にメーカー名が記載されていない等の理由により、メーカー名が分からない場合は、どのよう
に入力すればよいでしょうか。

入所前の薬剤はどのように入力すればよいでしょうか。また、入所前から使用していた薬剤を変更す
る場合に、どのように入力すればよいでしょうか。

No.

18

19

20

21

22

23

24

○ LIFE関連加算の全般に関する事項
 Q1 : データの提出期限については、各月に評価したデータを翌月10日までに提出することになって
    いますが、評価月の１日から10日までの期間にデータ提出を行ってもよいでしょうか。
 A1 : 差し支えありません。例えば、10月1日に施設の利用を開始した方について、11月10日までにデータ
    提出することになりますが、10月1日～10日の間にデータ提出して差し支えありません。

 Q2 : 利用者の保険者番号又は被保険者番号に変更があった場合、当該利用者の様式情報を入力す
    るためには、新たに利用者情報を登録する必要がありますが、データの提出時期はどのように考
    えればよいでしょうか。
 A2 : 例えば、科学的介護推進体制加算については、４月評価分のデータを提出し、５月に保険者番号又
    は被保険者番号が変わった場合には、５月評価分のデータを提出する必要はなく、次は７月評価分
    のデータを提出して差し支えありません。他のLIFE関連加算についても同様です。

 Q3 : 利用者が要介護度の区分変更申請を行っている場合、どのようにデータ提出すればよいでしょ
    うか。
 A3 : 当該利用者については、要介護度が確定し次第、速やかにデータを提出してください。ただし、データ
    の提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があります。

 Q4 : 利用者が要介護認定の申請を行っている場合に要介護度が確定した後に、遡っての算定（月遅
    れでの請求）を行ってよいでしょうか。
 A4 : 要介護認定の申請期間中については、算定要件を満たしていれば、遡って算定を行って差し支えあ
    りません。その場合、要介護度が確定し次第、速やかにデータを提出してください。ただし、データの
    提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があります。

 Q5 : 以下のように、既にLIFEに登録した利用者の要介護度が要介護から要支援に変更となった場
    合、あるいは要支援から要介護に変更となった場合、どのように入力すればよいでしょうか。
    ̶新規申請している場合において、暫定の要介護度を要介護（要支援）として入力したが、要支
    援（要介護）に確定した
    ̶区分変更申請を行っている場合において、変更前は要介護（要支援）であったが、要支援（要介
    護）に変更となった
 A5 : 利用者の要介護度が要介護から要支援に変更となった場合、あるいは要支援から要介護に変更と
    なった場合、LIFEにおいて新たに利用者登録が必要です。要介護度が確定する以前に登録された
    データは、要介護度の確定後に登録した新たな利用者情報に紐づけて再度登録してください。

 Q6 : データの提出に当たって、様式情報をまとめて入力しなくてもよいでしょうか。例えば、科学的介
    護推進体制加算について、総論をいったん提出し、翌月10日までに残りの項目を提出しても良
    いでしょうか。
 A6 : 差し支えありませんが、一時保存を利用し、全ての項目を入力してから登録することが望ましいです。

 Q7 : LIFEにおいて、入力したい内容が、各項目の選択肢から見つけられない場合には、どのように入
    力すればよいでしょうか。
 A7 : 未入力で差し支えありません。ただし、評価・把握が必須となっている項目については、当該項目の情
    報を記録及び保管する必要があります。保管に当たっては、紙や電子データ等の形式は問いません。

 Q8 : 必要な情報を記入し提出期日までに提出した様式を、提出後に修正した場合、履歴には初回確
    定日と最終更新日付のみが残ることになりますが、提出期日までに提出したと判断してよいで
    しょうか。
 A8 : 必要な情報を記入し提出期日までに提出していれば、差し支えありません。ただし、提出期日までに
    提出したことについては、記録等により必要に応じて確認できるようにしておく必要があります。

 Q9 : LIFE関連加算の要件において、事業所又は施設における利用者又は入所者全員を対象として、
    入所者ごとにデータ提出を提出することとしている加算があります。こうした加算について、例
    えば、通所リハビリテーションと介護予防通所リハビリテーションを提供している事業所におい
    て、通所リハビリテーションのみで科学的介護推進体制加算を算定する場合には、介護予防通
    所リハビリテーションの利用者のデータも提出しなければならないでしょうか。
 A9 : データ提出の対象となる利用者又は入所者については、サービス毎の利用者又は入所者全員を指
    します。そのため、Ｑ９の例の場合、通所リハビリテーションのみで科学的介護推進体制加算を算定
    するときは、通所リハビリテーションの利用者全員のデータを提出すればよく、介護予防通所リハビリ
    テーションの利用者のデータを提出する必要はありません。

 Q10 : LIFE関連加算の要件において、少なくとも３月に１回の頻度で評価の見直しやデータの提出が求め
    られていますが、３月というのは日数換算（90日）ではなく、月単位で考えればよいでしょうか。
 A10 : ３月は月単位を指します。

 Q11 : 少なくとも３月に１回データを提出する月の考え方について、例えば、4月28日～7月28日まで
    の期間で計画を作成し、途中に計画の見直しはなく、7月15日に利用を終了した場合、算定月で
    は4～7月の4ヶ月となりますが、計画としては3か月未満となります。この場合に7月のデータを
    提出しなかった場合、7月の加算算定はできますか。
 A11 : LIFE関連加算の要件において、少なくとも3月に1回データの提出が求められるため、7月のデータ
    を8月10日までに提出しなかった場合、7月の加算算定はできません。

(

3) 

デ
ー
タ
提
出
に
関
す
るQ

&A

Ⅳ.各種通知文書 



65

    7月に加算を算定する場合、5～7月の間に評価行い、翌月10日までにLIFEへデータ提出を行う必
    要があります。

図表 38　7月に加算算定をする場合の考え方（7月に再度評価を実施した場合）

○ 科学的介護推進体制加算に関する事項
 Q12 : 科学的介護推進体制加算について、利用者が、介護予防通所リハビリテーションから通所リハビ
    リテーションに切り替えてサービス利用する場合、当該利用の様式情報を入力するためには、新
    たに利用者情報を登録する必要がありますが、データの提出時期はどのように考えればよいで
    しょうか。
 A12 : 介護予防通所リハビリテーションの利用が終了し、通所リハビリテーションの利用が開始されている
    ため、介護予防通所リハビリテーションの終了時におけるデータを提出するとともに、新たに利用者
    情報を登録した上で、通所リハビリテーションの開始時におけるデータを提出することが望ましい
    です。

 Q13 : 科学的介護推進体制加算については、サービスの利用終了時におけるデータを提出する必要
    があるが、利用予定日に利用がなく、その後も利用がなく、あとから利用終了日が判明した場合
    には、どのようにデータを提出すればよいでしょうか。
 A13 : 利用終了日の判断がつかなかった場合には、利用終了日の翌月10日を過ぎていたときであっても、利
    用終了の判断がついた時点で、速やかに利用終了日のデータを可能な範囲で提出すれば差し支え
    ありません。例えば、10月20日に通所リハビリテーションを利用し、11月15日が利用予定日であった
    が、11月15日の利用がなく、以降の利用もない場合には、10月20日時点の情報を速やかに提出しま
    す。ただし、データの提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があります。
    なお、長期間利用実績がない利用者については、利用意向の確認をすることが望ましいです。

○ ADL維持等加算に関する事項
 Q14 : 評価対象期間中に、６か月未満で利用が終了した利用者のＡＤＬ値はどのように考えればよいで
    しょうか。
 A14 : 利用が６か月未満の利用者については、ADL利得計算の対象外となります。そのため、「対象外」の
    チェックボックスにチェックをいれ、「対象外とする理由」の欄に「６か月未満で終了したため」等と入
    力してください。

    ただし、「やむを得ない場合」に該当する場合は、7月のデータを8月10日までに提出しなかった場合
    でも、7月の加算算定が認められます。
    「やむを得ない場合」は以下の場合が該当します。
    ・　 通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月において、当該月の中旬に評価を行う予
     定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当該利用者について情報の提出ができなかっ
     た場合
    ・　 全身状態が急速に悪化した入所者について、必須項目である体重等が測定できず、 一部の情
     報しか提出できなかった場合
    ・　 システムトラブル等により情報の提出ができなかった場合 
    やむを得ない「システムトラブル等」には以下のようなものが含まれます。
    ▶ LIFEシステム本体や介護ソフトの不具合等のやむを得ない事情によりデータ提出が困難な
     場合
    ▶ 介護ソフトのバージョンアップ（LIFE の仕様に適応したバージョンへの更新） が間に合わないこ
     とで期限までのデータ提出が困難な場合
    ▶ LIFEシステムにデータを登録・提出するパソコンが故障し、パソコンやデータの復旧が間に合わ
     ない等、データ提出が困難となった場合
    （令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和６年９月 27 日）問4参照）

図表 36　7月にデータを提出しなかった場合の基本的な考え方

図表 37　7月にデータを提出しなかった場合において加算の算定が認められる例
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    7月に加算を算定する場合、5～7月の間に評価行い、翌月10日までにLIFEへデータ提出を行う必
    要があります。

図表 38　7月に加算算定をする場合の考え方（7月に再度評価を実施した場合）

○ 科学的介護推進体制加算に関する事項
 Q12 : 科学的介護推進体制加算について、利用者が、介護予防通所リハビリテーションから通所リハビ
    リテーションに切り替えてサービス利用する場合、当該利用の様式情報を入力するためには、新
    たに利用者情報を登録する必要がありますが、データの提出時期はどのように考えればよいで
    しょうか。
 A12 : 介護予防通所リハビリテーションの利用が終了し、通所リハビリテーションの利用が開始されている
    ため、介護予防通所リハビリテーションの終了時におけるデータを提出するとともに、新たに利用者
    情報を登録した上で、通所リハビリテーションの開始時におけるデータを提出することが望ましい
    です。

 Q13 : 科学的介護推進体制加算については、サービスの利用終了時におけるデータを提出する必要
    があるが、利用予定日に利用がなく、その後も利用がなく、あとから利用終了日が判明した場合
    には、どのようにデータを提出すればよいでしょうか。
 A13 : 利用終了日の判断がつかなかった場合には、利用終了日の翌月10日を過ぎていたときであっても、利
    用終了の判断がついた時点で、速やかに利用終了日のデータを可能な範囲で提出すれば差し支え
    ありません。例えば、10月20日に通所リハビリテーションを利用し、11月15日が利用予定日であった
    が、11月15日の利用がなく、以降の利用もない場合には、10月20日時点の情報を速やかに提出しま
    す。ただし、データの提出が困難であった理由について、介護記録等に明記しておく必要があります。
    なお、長期間利用実績がない利用者については、利用意向の確認をすることが望ましいです。

○ ADL維持等加算に関する事項
 Q14 : 評価対象期間中に、６か月未満で利用が終了した利用者のＡＤＬ値はどのように考えればよいで
    しょうか。
 A14 : 利用が６か月未満の利用者については、ADL利得計算の対象外となります。そのため、「対象外」の
    チェックボックスにチェックをいれ、「対象外とする理由」の欄に「６か月未満で終了したため」等と入
    力してください。

    ただし、「やむを得ない場合」に該当する場合は、7月のデータを8月10日までに提出しなかった場合
    でも、7月の加算算定が認められます。
    「やむを得ない場合」は以下の場合が該当します。
    ・　 通所サービスの利用者について、情報を提出すべき月において、当該月の中旬に評価を行う予
     定であったが、緊急で月初に入院することとなり、当該利用者について情報の提出ができなかっ
     た場合
    ・　 全身状態が急速に悪化した入所者について、必須項目である体重等が測定できず、 一部の情
     報しか提出できなかった場合
    ・　 システムトラブル等により情報の提出ができなかった場合 
    やむを得ない「システムトラブル等」には以下のようなものが含まれます。
    ▶ LIFEシステム本体や介護ソフトの不具合等のやむを得ない事情によりデータ提出が困難な
     場合
    ▶ 介護ソフトのバージョンアップ（LIFE の仕様に適応したバージョンへの更新） が間に合わないこ
     とで期限までのデータ提出が困難な場合
    ▶ LIFEシステムにデータを登録・提出するパソコンが故障し、パソコンやデータの復旧が間に合わ
     ない等、データ提出が困難となった場合
    （令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.10）（令和６年９月 27 日）問4参照）

図表 36　7月にデータを提出しなかった場合の基本的な考え方

図表 37　7月にデータを提出しなかった場合において加算の算定が認められる例
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○ 栄養マネジメント強化加算・栄養アセスメント加算に関する事項
 Q15 : 別紙様式４－１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセスメント・モニタリング（施設）（様式例））
    及び別紙様式４－３－１（栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング（通所・居宅）（様式例））
    の「栄養補給の状態」の「食事摂取量」について、経管栄養のように経口摂取をしない場合の摂取
    量はどのように入力すればよいでしょうか。また、経口摂取をしていない場合、「食事の形態
    （コード）」「本人の意欲」「食欲・食事の満足感」「食事に対する意識」はどのように入力すればよい
    でしょうか。
 A15 : 「食事摂取量」については、100%と入力することが望ましいが、0や空欄でも差し支えありません。
    「食事の形態（コード）」「本人の意欲」「食欲・食事の満足感」「食事に対する意識」は空欄で差し
    支えありません。

 Q16 : 栄養アセスメント加算については、利用者全員を対象としていますが、昼食をとらずに帰宅する
    利用者がいる場合に、どのように入力すればよいでしょうか。
 A16 : LIFEへのデータ提出に当たっては、食事の提供を行っていない場合等に、「食生活状況等」及び
    「多職種による栄養ケアの課題（低栄養関連問題）」の各項目のうち、事業所で把握できないものま
    で提出を求めるものではありません。

 Q17 : 令和６年度介護報酬の改定に伴い栄養ケア・マネジメント等に関する様式例の見直しが行われ
    たが、LIFEへの提出情報について変更等はありますか。
 A17 : LIFEへの提出情報は、「科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的な考え方並び
    に事務処理手順及び様式例の提示について」（令和６年３月15日付け老老発0315第４号）に記載
    のとおりです。なお、栄養ケア・マネジメントの実施に当たり、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄
    養、口腔の実施及び一体的取組について」別紙様式４－１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセ
    スメント・モニタリング（施設）（様式例））及び別紙様式４－１－２（栄養ケア・経口移行・経口維持計画
    書（施設）（様式例））や別紙様式４－３－１（栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング（通所・居
    宅）（様式例））及び別紙様式４－３－２（栄養ケア計画書（通所・居宅）（様式例））については、LIFEを
    用いて併せて入力や出力をするほうが、施設・事業所にとって運用上都合がよい場合に活用いただく
    ことを想定しています。

○ 口腔衛生管理加算（Ⅱ）に関する事項
 Q18 : 「口腔衛生管理加算　様式（実施計画）」シートの「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する
    問題点等）」、｢口腔衛生の管理内容｣並びに｢歯科衛生士が実施した口腔衛生等の管理及び介護
    職員への技術的助言等の内容｣について、複数回分入力する欄がありますが、どのように入力す
    ればよいでしょうか。
 A18 : 少なくとも3月毎に1回は全ての項目の入力が必要です。
    その場合に各項目については、
    1)　直近の｢歯科衛生士が実施した口腔衛生等の管理及び介護職員への技術的助言等の内容｣
    2)　1)に関係する｢口腔衛生の管理内容｣うち直近の｢口腔衛生の管理内容｣
    3)　2)に関係する「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」のうち直近の「口
    　　腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」
    の入力が必須です。ただし、前回提出時以降の実施した分を全て入力することが望ましいです。

○ 口腔機能向上加算（Ⅱ）・（Ⅱ）イ・（Ⅱ）ロに関する事項
 Q19 : 「口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例）」シートの「口腔の健康状態の評価・再評価（口
    腔に関する問題点等）」、｢口腔機能改善管理指導計画｣並びに「実施記録」について、複数回分入
    力する欄があるが、どのように入力すればよいでしょうか。
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 A19 : 少なくとも3月毎に1回は全ての項目の入力が必要です。その場合に各項目については、
    1)　直近の「実施記録」
    2)　1)に関係する｢口腔機能改善管理指導計画｣うち直近の｢口腔機能改善管理指導計画｣
    3)　2)に関係する「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」のうち直近の「口
    　　腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」 
    の入力が必須です。ただし、前回提出時以降の実施した分を全て入力することが望ましいです。

○ リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の一体的取組に関する事項
 Q20 : 「リハビリテーション・機能訓練、栄養、口腔の一体的取組について」で示されている一体的様式
    （別紙様式１－１，１－２）を用いて計画を作成している場合、LIFEの入力項目はどうなるのでしょ
    うか。
 A20 : 一体的様式の入力画面は存在しないため、リハビリテーション・栄養・口腔の各個別様式の入力画面
    からデータを提出する必要があります。その際には、原則として上記に掲げる算定に必要な加算・入
    力項目を満たす必要がありますが、一体的様式に記載のない項目については、データのない場合、空
    欄として差し支えありません。ただし、リハビリの「基本動作」「活動（ADL）」「活動（IADL）」
    （IADLは施設入所者を除く）においては各項目の評価を要する点に留意してください。
    参考：「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.７）（令和６年６月７日）」問３

○ 褥瘡マネジメント加算・褥瘡対策指導管理（Ⅱ）に関する事項
 Q21 : 褥瘡マネジメント加算について、サービスの利用開始時における情報を提出することとしてい
    ますが、当該サービスの利用を再開した場合や当該施設への再入所を前提とした30日未満の
    サービス中断後に利用を再開した場合等に、利用開始時の情報は、中断前のサービス利用にお
    ける開始時と再開時のどちらの情報を提出すればよいでしょうか。
 A21 : どちらでも差し支えありません。サービス再開時の入所者の状態等が中断前のサービス利用開始時
    と異なる場合等において、施設・事業所が必要と判断したときは、再開時を利用開始時として考えて
    差し支えありませんが、この場合、利用開始時の状態が変わることになるため、利用再開月の翌月
    10日までに再開時のデータを提出することが望ましいです。
    なお、当該サービスの再開を前提とした30日未満のサービス中断の場合には、サービス再開時の
    データ提出は必要ないため、要件を満たしていれば、中断前の加算を引き続き算定して差し支えあり
    ません。
    （例）
    ・　10月１日からサービスの利用を開始するとともに、褥瘡マネジメント加算の算定を開始
    ・　11月1日から11月10日までサービスの利用を一時的に中断
    ・　11月11日からサービスの利用を再開
    上記の場合、当該加算のサービスの利用開始時の情報は、10月１日、11月11日のどちらの情報を提
    出してもよいですが、11月11日を開始時とする場合は、12月10日までに再開時のデータを提出し
    ます。

○ 排せつ支援加算に関する事項
 Q22 : 排せつ支援加算について、サービスの利用開始時における情報を提出することとしています
    が、当該サービスの利用を再開した場合や当該施設への再入所を前提とした30日未満のサー
    ビス中断後に利用を再開した場合等に、利用開始時の情報は、中断前のサービス利用における
    開始時と再開時のどちらの情報を提出すればよいでしょうか。
 A22 : どちらでも差し支えありません。サービス再開時の入所者の状態等が中断前のサービス利用開始時
    と異なる場合等において、施設・事業所が必要と判断したときは、再開時を利用開始時として考えて
    差し支えありませんが、この場合、利用開始時の状態が変わることになるため、利用再開月の翌月
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○ 栄養マネジメント強化加算・栄養アセスメント加算に関する事項
 Q15 : 別紙様式４－１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセスメント・モニタリング（施設）（様式例））
    及び別紙様式４－３－１（栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング（通所・居宅）（様式例））
    の「栄養補給の状態」の「食事摂取量」について、経管栄養のように経口摂取をしない場合の摂取
    量はどのように入力すればよいでしょうか。また、経口摂取をしていない場合、「食事の形態
    （コード）」「本人の意欲」「食欲・食事の満足感」「食事に対する意識」はどのように入力すればよい
    でしょうか。
 A15 : 「食事摂取量」については、100%と入力することが望ましいが、0や空欄でも差し支えありません。
    「食事の形態（コード）」「本人の意欲」「食欲・食事の満足感」「食事に対する意識」は空欄で差し
    支えありません。

 Q16 : 栄養アセスメント加算については、利用者全員を対象としていますが、昼食をとらずに帰宅する
    利用者がいる場合に、どのように入力すればよいでしょうか。
 A16 : LIFEへのデータ提出に当たっては、食事の提供を行っていない場合等に、「食生活状況等」及び
    「多職種による栄養ケアの課題（低栄養関連問題）」の各項目のうち、事業所で把握できないものま
    で提出を求めるものではありません。

 Q17 : 令和６年度介護報酬の改定に伴い栄養ケア・マネジメント等に関する様式例の見直しが行われ
    たが、LIFEへの提出情報について変更等はありますか。
 A17 : LIFEへの提出情報は、「科学的介護情報システム（LIFE）関連加算に関する基本的な考え方並び
    に事務処理手順及び様式例の提示について」（令和６年３月15日付け老老発0315第４号）に記載
    のとおりです。なお、栄養ケア・マネジメントの実施に当たり、「リハビリテーション・個別機能訓練、栄
    養、口腔の実施及び一体的取組について」別紙様式４－１－１（栄養・摂食嚥下スクリーニング・アセ
    スメント・モニタリング（施設）（様式例））及び別紙様式４－１－２（栄養ケア・経口移行・経口維持計画
    書（施設）（様式例））や別紙様式４－３－１（栄養スクリーニング・アセスメント・モニタリング（通所・居
    宅）（様式例））及び別紙様式４－３－２（栄養ケア計画書（通所・居宅）（様式例））については、LIFEを
    用いて併せて入力や出力をするほうが、施設・事業所にとって運用上都合がよい場合に活用いただく
    ことを想定しています。

○ 口腔衛生管理加算（Ⅱ）に関する事項
 Q18 : 「口腔衛生管理加算　様式（実施計画）」シートの「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する
    問題点等）」、｢口腔衛生の管理内容｣並びに｢歯科衛生士が実施した口腔衛生等の管理及び介護
    職員への技術的助言等の内容｣について、複数回分入力する欄がありますが、どのように入力す
    ればよいでしょうか。
 A18 : 少なくとも3月毎に1回は全ての項目の入力が必要です。
    その場合に各項目については、
    1)　直近の｢歯科衛生士が実施した口腔衛生等の管理及び介護職員への技術的助言等の内容｣
    2)　1)に関係する｢口腔衛生の管理内容｣うち直近の｢口腔衛生の管理内容｣
    3)　2)に関係する「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」のうち直近の「口
    　　腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」
    の入力が必須です。ただし、前回提出時以降の実施した分を全て入力することが望ましいです。

○ 口腔機能向上加算（Ⅱ）・（Ⅱ）イ・（Ⅱ）ロに関する事項
 Q19 : 「口腔機能向上サービスに関する計画書（様式例）」シートの「口腔の健康状態の評価・再評価（口
    腔に関する問題点等）」、｢口腔機能改善管理指導計画｣並びに「実施記録」について、複数回分入
    力する欄があるが、どのように入力すればよいでしょうか。

 A19 : 少なくとも3月毎に1回は全ての項目の入力が必要です。その場合に各項目については、
    1)　直近の「実施記録」
    2)　1)に関係する｢口腔機能改善管理指導計画｣うち直近の｢口腔機能改善管理指導計画｣
    3)　2)に関係する「口腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」のうち直近の「口
    　　腔の健康状態の評価・再評価（口腔に関する問題点等）」 
    の入力が必須です。ただし、前回提出時以降の実施した分を全て入力することが望ましいです。

○ リハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の一体的取組に関する事項
 Q20 : 「リハビリテーション・機能訓練、栄養、口腔の一体的取組について」で示されている一体的様式
    （別紙様式１－１，１－２）を用いて計画を作成している場合、LIFEの入力項目はどうなるのでしょ
    うか。
 A20 : 一体的様式の入力画面は存在しないため、リハビリテーション・栄養・口腔の各個別様式の入力画面
    からデータを提出する必要があります。その際には、原則として上記に掲げる算定に必要な加算・入
    力項目を満たす必要がありますが、一体的様式に記載のない項目については、データのない場合、空
    欄として差し支えありません。ただし、リハビリの「基本動作」「活動（ADL）」「活動（IADL）」
    （IADLは施設入所者を除く）においては各項目の評価を要する点に留意してください。
    参考：「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.７）（令和６年６月７日）」問３

○ 褥瘡マネジメント加算・褥瘡対策指導管理（Ⅱ）に関する事項
 Q21 : 褥瘡マネジメント加算について、サービスの利用開始時における情報を提出することとしてい
    ますが、当該サービスの利用を再開した場合や当該施設への再入所を前提とした30日未満の
    サービス中断後に利用を再開した場合等に、利用開始時の情報は、中断前のサービス利用にお
    ける開始時と再開時のどちらの情報を提出すればよいでしょうか。
 A21 : どちらでも差し支えありません。サービス再開時の入所者の状態等が中断前のサービス利用開始時
    と異なる場合等において、施設・事業所が必要と判断したときは、再開時を利用開始時として考えて
    差し支えありませんが、この場合、利用開始時の状態が変わることになるため、利用再開月の翌月
    10日までに再開時のデータを提出することが望ましいです。
    なお、当該サービスの再開を前提とした30日未満のサービス中断の場合には、サービス再開時の
    データ提出は必要ないため、要件を満たしていれば、中断前の加算を引き続き算定して差し支えあり
    ません。
    （例）
    ・　10月１日からサービスの利用を開始するとともに、褥瘡マネジメント加算の算定を開始
    ・　11月1日から11月10日までサービスの利用を一時的に中断
    ・　11月11日からサービスの利用を再開
    上記の場合、当該加算のサービスの利用開始時の情報は、10月１日、11月11日のどちらの情報を提
    出してもよいですが、11月11日を開始時とする場合は、12月10日までに再開時のデータを提出し
    ます。

○ 排せつ支援加算に関する事項
 Q22 : 排せつ支援加算について、サービスの利用開始時における情報を提出することとしています
    が、当該サービスの利用を再開した場合や当該施設への再入所を前提とした30日未満のサー
    ビス中断後に利用を再開した場合等に、利用開始時の情報は、中断前のサービス利用における
    開始時と再開時のどちらの情報を提出すればよいでしょうか。
 A22 : どちらでも差し支えありません。サービス再開時の入所者の状態等が中断前のサービス利用開始時
    と異なる場合等において、施設・事業所が必要と判断したときは、再開時を利用開始時として考えて
    差し支えありませんが、この場合、利用開始時の状態が変わることになるため、利用再開月の翌月
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    10日までに再開時のデータを提出することが望ましいです。
    なお、当該サービスの再開を前提とした30日未満のサービス中断の場合には、サービス再開時の
    データ提出は必要ないため、要件を満たしていれば、中断前の加算を引き続き算定して差し支えあり
    ません。
    （例）
    ・　10月１日からサービスの利用を開始するとともに、排せつ支援加算の算定を開始
    ・　11月1日から11月10日までサービスの利用を一時的に中断
    ・　11月11日からサービスの利用を再開
    上記の場合、当該加算のサービスの利用開始時の情報は、10月１日、11月11日のどちらの情報を提
    出してもよいですが、11月11日を開始時とする場合は、12月10日までに再開時のデータを提出し
    ます。

○ かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）・薬剤管理指導の注２の加算に関する事項
 Q23 : 薬剤名について、製造販売業者（メーカー）名まで選択することになっているが、入所時の診療
    情報提供書にメーカー名が記載されていない等の理由により、メーカー名が分からない場合
    は、どのように入力すればよいでしょうか。
 A23 : メーカー名については、把握できる範囲で入力すれば差し支えありません。メーカー名が把握でき
    ない場合には、メーカーにかかわらず、同じ名称の薬剤を選択して差し支えありません。

 Q24 : 入所前の薬剤はどのように入力すればよいでしょうか。また、入所前から使用していた薬剤を変
    更する場合に、どのように入力すればよいでしょうか。
 A24 : 入所前の薬剤については評価時点を「サービス利用開始時（入所時）」とし、入所前から使用して
    いた薬を入力した上で、ステータスを「開始」とし、必要項目を入力してください。
    また、入所前の薬剤を変更する場合には、評価時点を「サービス利用中」とし、入所前から使用し
    ていた薬についてステータスを「中止」、変更後の薬剤についてステータスを「開始」とし、必要項
    目を入力してください。
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    10日までに再開時のデータを提出することが望ましいです。
    なお、当該サービスの再開を前提とした30日未満のサービス中断の場合には、サービス再開時の
    データ提出は必要ないため、要件を満たしていれば、中断前の加算を引き続き算定して差し支えあり
    ません。
    （例）
    ・　10月１日からサービスの利用を開始するとともに、排せつ支援加算の算定を開始
    ・　11月1日から11月10日までサービスの利用を一時的に中断
    ・　11月11日からサービスの利用を再開
    上記の場合、当該加算のサービスの利用開始時の情報は、10月１日、11月11日のどちらの情報を提
    出してもよいですが、11月11日を開始時とする場合は、12月10日までに再開時のデータを提出し
    ます。

○ かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ）・薬剤管理指導の注２の加算に関する事項
 Q23 : 薬剤名について、製造販売業者（メーカー）名まで選択することになっているが、入所時の診療
    情報提供書にメーカー名が記載されていない等の理由により、メーカー名が分からない場合
    は、どのように入力すればよいでしょうか。
 A23 : メーカー名については、把握できる範囲で入力すれば差し支えありません。メーカー名が把握でき
    ない場合には、メーカーにかかわらず、同じ名称の薬剤を選択して差し支えありません。

 Q24 : 入所前の薬剤はどのように入力すればよいでしょうか。また、入所前から使用していた薬剤を変
    更する場合に、どのように入力すればよいでしょうか。
 A24 : 入所前の薬剤については評価時点を「サービス利用開始時（入所時）」とし、入所前から使用して
    いた薬を入力した上で、ステータスを「開始」とし、必要項目を入力してください。
    また、入所前の薬剤を変更する場合には、評価時点を「サービス利用中」とし、入所前から使用し
    ていた薬についてステータスを「中止」、変更後の薬剤についてステータスを「開始」とし、必要項
    目を入力してください。


